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株主資本
総資産

当期純利益
基本的
希薄化後
営業活動によるキャッシュ・フロー
配当金
額面配当率

富士通株式会社および連結子会社
3月31日に終了した会計年度

売上高
営業利益
税金等調整前当期純利益
当期純利益
営業活動によるキャッシュ・フロー

¥  5,484,426
244,026
157,564
8,521

596,462

2001年 2002年 2002年

百万円
（1株当たりの金額を除く）

百万米ドル
（1株当たりの金額を除く）

会計年度

¥   4.3
4.3

302.9
10.0
20%

1株当たり（円、米ドル）

注：米ドル金額は、便宜上、2002年3月31日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル＝133円で換算しています。
：2002年3月31日に終了した会計年度の1株当たり配当金は、2001年10月24日開催の当社取締役会で承認された
中間配当金及び2002年6月25日開催の定時株主総会で承認された期末配当金の合計であります。

¥  1,214,383
5,200,071

¥  5,006,977
（74,426）
（594,733）
（382,542）
306,571

¥   （193.0）
（193.0）
154.7
5.0
10%

¥     853,756
4,595,804

$    37,646
（560）

（4,472）
（2,876）
2,305

$    （1.451）
（1.451）
1.163
0.038
10%

$       6,419
34,555

会計年度末

財務ハイライト
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2001年度の概況

社会のあらゆる場面において、IT（インフォメーション・テクノロジ）を活用した

新たな変革が全世界的に起こっています。日本においても世界最高水準の高度情報通

信ネットワークの形成などを狙いとした「e-Japan重点計画」が実行段階に移りつつあ

り、ITの重要性はますます高まっております。IT産業は一時的に厳しい状況にあるも

のの、今後の超高速・大容量ネットワーク社会を支える基幹産業として中長期的に最

も成長が期待されております。

2001年度については、世界全体の景気低迷、IT投資抑制の影響をうけて、携帯電話

やパソコンの需要減少、北米を中心とする通信事業会社の大幅な投資抑制などがおこ

り、それらが半導体・部品市況の大幅な悪化をもたらすなど、富士通グループを取り

巻く事業環境はかつてない厳しい状況で推移しました。

富士通グループは、このような厳しい事業環境のもと、収益構造を改善し中期的な

視点で新たなる成長を実現するために、全事業にわたり事業構造改革を行いました。

経営資源を高収益・高成長分野に一層集中し、開発・製造体制の再構築およびスリム

化を行うとともに、一部のビジネスから撤退いたしました。

業績につきましては、売上高は5兆69億円（前年度比8.7％減）となりました。営業損

益は744億円（前年度は2,440億円の営業利益）の損失となりました。また、海外半導体

製造工場の閉鎖やデスクトップパソコン用小型磁気ディスク装置からの撤退等に伴い、

事業構造改善費用として4,170億円を計上したことなどから、当期純損失は3,825億円

（前年度は85億円の当期純利益）となりました。巨額の赤字計上による株主資本の減少

や有利子負債の増加により財務体質が悪化しております。

2001年度に実施した主な事業構造改革

収益構造を改善し新たな成長を遂げるため、富士通グループは2001年度を徹底した構造

改革の年として位置付け、「事業のソフトウェア・サービスによる高付加価値化の追求」、

「コア・テクノロジ／プロダクトへの一層の集中」、「グループとしての競争力の強化」の3点

に注力した改革を実施しました。

■電子デバイスビジネス

半導体事業については、米国半導体製造拠点のグレシャム工場を閉鎖、グループ全

体で前工程／後工程の製造ラインの統廃合を行い、製造体制のスリム化を行いました。

並行して、システムLSI開発部門をあきる野テクノロジセンターに集約し、サーバ、ネ

ットワーク機器等の競争力を支えるための開発に集中し、高度な半導体テクノロジソ

リューションの充実に力をいれました。

株主の皆様へ
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■情報処理ビジネス

UNIXサーバとファイル事業については、製造の効率化を図るため、これまでグルー

プ内に分散していた製造拠点を1ヶ所に集約し、「（株）富士通ITプロダクツ」を2002年4

月に設立しました。小型磁気ディスク装置事業では、デスクトップパソコン用から撤

退し、付加価値が高く今後も成長の見込まれるサーバ用に注力しました。

■通信ビジネス

ネットワーク機器事業については、ネットワークインフラの主体がIP対応のネットワーク機器へ

と急速に移行しつつあることから、北米での構内交換機事業から撤退しました。フォトニッ

ク事業では、北米子会社のスリム化を行い、最先端製品の製造を小山工場に集約しました。

モバイル事業では、第3世代移動通信対応製品の開発・製造を那須工場へ集中させました。

■ソフトウェア・サービスビジネス

従来欧州、北米においてICL社およびDMR社が担っていたコンサルティング、アプ

リケーション、ITインフラサービスビジネスを再編し、2002年4月に「Fujitsu Services

Holdings PLC」、「Fujitsu Consulting Inc.」を設立しました。富士通の名称を新たに社名

に冠し、統一された富士通ブランドのもとで高品質なサービスを提供することを明確

にしました。これにより、グローバルに事業展開されているお客様に対しワンストッ

プソリューションを提供するとともに、各国・地域毎のお客様の多様なニーズに対応

したきめ細かなサービスに力をいれてまいります。

富士通グループの基本方針（Corporate Direction）と事業戦略

富士通グループは、ブロードバンド・インターネット時代を拓くITの中核企業として、「最

先端、高性能、高信頼性を備えた強いテクノロジをベースに、主として企業や行政のお客様

に、品質の高いプロダクト、サービスによるトータルソリューションを継続的に提供してい

くこと」を基本方針（Corporate Direction）としています。その際、最も重要なことは、お客様
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が何を望んでいるのかという視点で常に考え、お客様のお客様をも見通したニーズを掘り起

こすことによって満足度を最大にする“カスタマ・フォーカス”の姿勢を貫くことです。現

在はITの技術革新の速さに、社会におけるITの利用方法が追いついていない状況にあるため、

革新的なITの活用方法の提案が新たなIT需要を喚起すると確信しています。富士通グループ

はIT業界のリーダーとして常に最先端の技術革新を行い、お客様の視点に立ったITの活用方

法の提案と新しいIT市場の創出に今後とも注力してまいります。

■プロダクト＆サービス戦略

富士通グループは、事業戦略として「ソフト・サービス化の推進」を

掲げています。これは単なるソフト・サービス部門の拡充ではなく、

全事業部門で競争力のあるプロダクトを核にサービスを拡大する「プロ

ダクト＆サービス戦略」です。ソフトウェア・サービス事業については、

お客様のシステム開発・運用を核として「コンサルティング」「教育」

「セキュリティ診断」など各種サービス商品を拡充しています。また、

システムLSI、サーバ、ネットワーク機器等のプロダクト事業において

も、ソフトウェアの開発力の強みを活かすとともに、プロダクトに関連する「導入支援」

「監視」「性能診断」等のサービス領域へ事業を拡大し、付加価値を高めてまいります。

■「テクノロジ（電子デバイス）」「プラットフォーム」「サービス」のバリューチェーン

富士通グループの事業戦略におけるもう一つの重要なポイントは、テクノロジ、プラット

フォーム、サービス相互のバリューチェーンの形成です。具体的には、最先端の電子デバイ

スに代表されるテクノロジがプラットフォームの製品競争力の源泉となります。これら高信

頼・高性能・高品質のプラットフォーム製品群が、サービスの高付加価値化の実現を支えま

す。すなわち、お客様の求める最適なサービスを実現するために、最高のプラットフォーム、

テクノロジの追求に努めることが、トータルな情報システムの競争力向上につながります。

こうしたバリューチェーンによるトータルソリューションの提供こそ、富士通グループの特

長を活かしたビジネス展開であり、強みでもあります。

■プロダクト＆サービス戦略�



各ビジネスの取組み―安定した収益体質の確立と新たな成長に向けて

富士通グループでは、景気循環に柔軟に対応できる安定した収益体質を確立すると

ともに、市場の構造変化を見据えた新たな成長を遂げるため、各ビジネスにおいて次

のような取組みを行っております。

■ソフトウェア・サービスビジネス 一層の収益力向上

ソフトウェア・サービスビジネスは富士通グループの収益の柱となっております。

その柱を一層強固にするために、サービスメニューの充実とソフトウェアの開発

力向上による競争力強化を推進しています。富士通グループは、サービスメニューをお客様

にとってわかりやすく体系化した「PROPOSE（プロポーズ）」を1992年から業界の先

陣をきって提供し始めました。これにより、サービスビジネスを従来型のシステムイ

ンテグレーションを核として、そこから広がる「コンサルティング」「保守」「教育」

サービス、さらには運用受託サービスから派生する「コールセンター」「保守／監視」

「セキュリティ診断」といった高付加価値サービスへと拡充しております。今後は、ソ

フトウェア・サービス全体の売上のうち「PROPOSE」で提供する売上の比率をさらに

高めることによって、収益力の向上を図ってまいります。

ソフトウェアの開発力向上による競争力強化については、ERP(*1)、CRM(*2)などの

パッケージソリューションを有効活用して開発の効率化を図るとともに、ソフトウェ

アの部品化や共通機能のミドルウェア化を促進しています。ERPの「GLOVIA（グロー

ビア）」は、デル社、エリクソン社をはじめとしたグローバル企業に採用されています。

「GLOVIA」は、財務・会計・生産管理などの業務ノウハウの結集体で、1,800種類もの

ソフトウェア機能を部品として細分化し、素材を何度でも活用できるように共通化し

たものです。徹底した部品化と部品の共通化により、開発効率を向上させ、お客様に

最適なソリューションを迅速に提供することを可能にしています。

(*1)ERP (Enterprise Resource Planning) :「企業資源計画」の略。経営資源の有効活用の観点から、財務会計・人事などの管理業務、生産、物流、
販売業務など企業が蓄積する情報を統合的に管理し、経営の効率化を図るための手法・概念のこと。

(*2)CRM (Customer Relationship Management): ITを活用して顧客満足度を高め、営業活動の効率化を図る経営手法のこと。詳細な顧客データ
ベースを基に、販売実績、保守サービスや問い合わせの対応など、個々の顧客との対応履歴を一括して管理・運用することにより実現する。

■PROPOSE
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■プラットフォームビジネス―通信と情報の融合による競争力強化

超高速・大容量ネットワーク社会の進展につれ、情報システムには「24時間365日ノ

ンストップ」「大規模負荷変動への対応」「企業間での迅速な業務連携の実現」「業務ア

プリケーションの広がりへの対応」の4点が求められています。従来の単体製品の組み

合わせでは、このような高度な要求への対応は困難であり、「サーバ」「ストレージシ

ステム」「ネットワーク機器」の融合、連携がますます重要になっています。そのため、

富士通グループは次世代ネットワークを見据えた新しい情報システムのコンセプト

「TRIOLE（トリオーレ）」を提案しました。これは、世界最高水

準、最高品質のサーバ、ストレージシステム、ネットワーク機器

の特長を最大限引き出して一体化させ、情報システムの拡張性、

信頼性、安定性および安全性を最高レベルで実現した新しいコン

セプトです。こうした通信と情報の融合した競争力のある製品と

付加価値の高い情報システム構築力により、他社との差別化や

収益力向上を図ってまいります。

■電子デバイスビジネス―最先端の半導体ソリューションの提供に注力

電子デバイスビジネスについては、最先端のシステムLSIの開発・設計に注力してい

ます。「デジタルAV」「ネットワーク/モバイル」「車載」向け市場を重点に、富士通グ

ループの得意とする先端技術とソフトウェア等の総合力を活かした半導体ソリューショ

ンの提供に力をいれてまいります。次世代半導体は、今後のサーバ、ネットワーク機器

等の競争力を左右する重要なテクノロジであるとの認識のもとに、線幅90ナノメートル

のCMOS技術(*3)を開発し、2001年12月にはあきる野テクノロジセンターで世界に先駆

けて量産試作を開始しました。量産に関しては、製造委託などにより新規投資の抑制を

図ってまいります。

(*3)90ナノメートルのCMOS技術：ITRS（International Technology Roadmap for Semiconductors）で定めた次世代半導体微細化技術。
10nmは1億分の1メートル。

あきる野テクノロジセンターのクリーンルームでの作業風景

■融合／連携による TOTAL SOLUTIONS
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独立事業に対する方針

富士通グループには、サービス、プラットフォーム、テクノロジの3つの事業領域に

関連する企業価値の高いグループ会社や、競争優位の先端技術を有する事業が数多く

あります。こうした事業－独立事業－についても事業価値を顕在化させてグループ全

体の企業価値を高めていく方針です。富士通本体に依存しない独自の販売チャネルの

開拓・人事制度の採用など経営の自主性をもたせ、事業の自立的な発展を図ります。

また、現在富士通本体内にあり、独立的な経営が望ましいと判断される事業について

は分社化を促進します。化合物半導体、プラズマディスプレイ、液晶ディスプレイ、

SAWフィルタ、コンポーネント事業といった電子デバイス関連事業群、および小型磁

気ディスク事業は独立事業群として位置付け、富士通グループ全体の価値向上を図っ

てまいります。

経営の刷新

経営の監督機能の強化、意思決定の迅速化、経営の機動性を高めるために、経営

体制の見直しを行いました。執行役制を新たに導入して取締役の経営監督機能を強

化するとともに、執行役への大幅な権限委譲による意思決定の迅速化を図っていま

す。併せて、ビジネスグループ制を導入することで経営資源の配分の柔軟性を確保

し、各グループ内ビジネスユニットのシナジーを生かした有機体経営の強化に努め

てまいります。特に、従来の「通信」と「情報処理」の2部門を統合して「プラット

フォームビジネスグループ」に再編し、ネットワーク技術とコンピュータ技術の融

合プロダクトの開発を促進してまいります。同時に、お客様の声を一層ビジネスに

反映できるよう、顧客／地域別の営業体制の拡充とマーケティングの強化を推進し

ています。

高度な人材の育成

今後の事業戦略を展開するうえで、人材

は最大の資産であると考えており、プロフ

ェッショナル人材の育成、ビジネスリーダ

ー の 育 成 な ど を 推 進 す る 教 育 機 関

「FUJITSUユニバーシティ」を開設しまし

た。富士通グループの「高い目標へのチャ

レンジ精神」を今後も大切に継承し、新し

い時代を拓く高度な人材の育成をさらに戦

略的に進めてまいります。

GKI(Global Knowledge Institute)での研修風景
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研究開発―次世代の情報ネットワークシステムを見据えて

ブロードバンド・インターネット普及後の次世代情報ネットワークシステムでは、

現状のシステム構成の延長線では対応できない性能や機能が求められると予測してい

ます。富士通グループでは、自律的に障害を検知して切り離すオーガニックコンピュ

ータ(*4)の研究をはじめ、ネットワーク上に広がる情報センターを仮想的に一つのもの

として捉えセンター間の負荷分散を実現し、大規模な負荷変動に耐えられるGRIDコン

ピューティング(*5)の研究なども手がけています。今後もネットワーク社会の発展を支

える重要な情報ネットワークシステムからこれらを支える電子デバイスまで、様々な

先端技術の研究開発を推進してまいります。

(*4)オーガニックコンピュータ：多数の薄型コンピュータ（ブレードサーバ等）を構成要素とする。コンピュータの状況を自ら観測、
判断、変更を行い、人手による管理の限界を克服している。

(*5)GRID コンピューティング：広範囲に分散する中位及び高性能のコンピュータ、データベース、研究装置を組み合わせ、エンドユーザー
が場所的制約を受けずにスーパーコンピューター並みの計算処理環境を利用するための技術。

たゆまぬ成長のために

富士通グループは、従来より「夢をかたちに」「信頼と創造の富士通」をスロー

ガンとして、新市場の創出や最先端テクノロジの開発に果敢に挑戦してきました。

コーポレートメッセージ“The Possibilities Are Infinite”には、お客様とともにITの

拓く無限の可能性を追求するパートナーこそ富士通グループであるという意味を

こめています。今後もお客様の視点にたった最適なソリューションの提供に注力

していきます。

地球環境問題についても、経営上の重要課題として位置付け、“すべてをグリー

ンに”をスローガンにグループ全体での環境活動を推進しています。全ての製品

のグリーン化やITを活用した環境ソリューションの提供の充実など、環境に配慮

した事業活動を今後も進めてまいります。

2001年度は巨額の最終損失を計上する結果となりましたが、実行した事業構造

改革は2002年度以降の収益改善につながるものです。今後とも不断の経営革新に

より収益力を向上し、財務体質の改善に取組み、企業価値を高めて世界中のお客

様から信頼される企業を目指してまいります。株主の皆様には、引き続き格段の

ご支援・ご理解を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

取締役会長
関澤　義

代表取締役社長
秋草　直之



最大の財産は優良なお客様
～事例紹介―お客様との関係を「維持し続ける力」が富士通グループの強み～

富士通グループは、従来よりお客様の視点にたったトータルソリューションの提供

に力をいれています。ここでは、富士通グループが提供する情報システムがお客様に

どのようにお役立ていただいているかについて、事例を紹介いたします。

■電子政府―世界各国での電子政府の構築に参加

富士通グループは、世界の様々な国で住民の利便性を追求した電子政府の構築に参

画しています。例えばカナダは、2002年春のアクセンチュアレポートによれば電子政

府への取組みについて世界23ヶ国中第1位と評価されています

が、Fujitsu Consultingは、パスポートオンライン、雇用保険オン

ライン、オンライン移民申請書など、数々のカナダ連邦政府オ

ンラインプロジェクトで実績を挙げています。またFuji t su

Servicesは、フィンランドでの税Webポータルサービスや国民ス

マートカードサービス、英国での行政申請システムの構築を手

がけています。日本においても、富士通は政府認証基盤や住民

基本台帳ネットワークなどの基盤整備はもとより、電子申請や

電子調達などの各種行政システムの構築、住民サービスの向上

に向けた自治体フロントオフィス・システムの構築に至るまで、電子政府実現をトー

タルに推進しています。さらに、産官連携による新たな行政サービスを実現するビジ

電子申請システム端末

電子行政モデルルーム「netCommunity」

特 集
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ネスモデルの提案など、「官から民へ、民から官へ」をキーワードに官民双方による

「e-Japan重点計画」の実現を支援しています。

■トヨタ自動車―グローバルな販売、生産、物流、調達システムを構築

世界各地に拠点をもつ企業では、国際競争力強化をねらいとしたグローバル情報シ

ステムの構築が盛んになっています。自動車業界において、製品開発から納品までの

リードタイムの短縮、需給・物流の柔軟性向上、納期管理システムの充実は、他社と

の差別化を進める上で、大変重要なポイントになっています。富士通は、グローバル

に事業展開をするトヨタ自動車の販売・生産・物流を支えるSCM（サプライチェーン

マネジメント）システムの構築と、Webをベースとする調達シス

テム構築を手がけています。このシステムでは、富士通のUNIX

サーバの「PRIMEPOWER」やミドルウェアの「INTERSTAGE」と

いった製品群をご使用いただいております。24時間365日の安定

稼動はもとより、海外へ輸出する完成車の納期・商品情報・価

格・物流状況などの把握、マーケットへの適切な商品の投入や、

受注情報の的確な生産への反映、戦略的販売施策の展開が可能

となっています。

■国立成育医療センター―ベッドサイド端末の活用による医療アメニティー向上を実現

近年、医療の専門分化が進む中で、患者やその家族の立場を尊重し、お子様からお年

トヨタ自動車生産工程

ベッドサイト端末による診察
11



寄りまでをケアした総合的・継続的医療が求められています。富士通は、人と人との触

れ合いを高め、より患者に近いところできめ細やかなケアの実現できるベッドサイド端

末を、国立成育医療センターに国内で初めて導入いたしました。従来は、医者側の端末

のみに医療情報が集中しておりましたが、各ベッド脇に置かれた端末に表示される電子

カルテ情報、治療経過表示を見ながら、患者と医者が一緒に病状について話し合う機会

が増え、患者側の治療内容についての理解が深まるようになりました。ベッドサイト端

末は他の医療機関での導入も始まっており、医療アメニティーの向上を実現しています。

■ノードストローム社―全国規模のPOSシステムを受注

流通業の情報システムは、プラットフォームのオープン化が進み、新たな段階に入っ

ています。店舗業務においては、これまでのような売上業務の効率化だけでなく、お客

様へのサービスの向上や導入システムのトータルコストの削減が重要な課題となってい

ます。Fujitsu Transaction Solutions Inc.は、全米25州に100店舗以上を有しお客様中心主義

で有名なノードストローム社より、全国規模のPOSシステムを受注いたしました。富士

通の提供する「TeamPoS2000」および「GlobalSTORE」はオープン性、保守の容易性、システム

の柔軟性、豊富な機能により、お客様の様々な要求に対応でき、お客様側でのシステム

POSシステムーTeamPoS2000
12



全体への投資費用を最小限に抑えることが可能です。これらのシステムは、ノードスト

ローム社からの受注のほかにも、世界各国の小売業でご利用いただいています。

■山崎製パン―セールス業務支援システムを確立

コンビニエンスストアなどの普及により、消費者にとって「欲しいものがいつでも

買える」ことは、当たり前の状況になっています。この声に応えるために、メーカー

は受発注や配送などの物流システムを確立し、コストを抑えながら、的確に販売店に

製品を届ける仕組みづくりに努めています。富士通は、山崎製パンのセールス業務支

援システムを確立し、パンや和洋菓子など日々の食卓を彩る製品を全国にお届けする

お手伝いをしています。このシステムでは、各販売店への配送車にGPS（グローバ

ル・ポジショニング・システム）レシーバー機能がついた車載端末システムを導入し、

店舗に到着する時間の正確さが向上しました。また、集金業務を担当するルートセー

ルスにハンディーターミナルを配布することで、工場側でも配送状況や売上状況など

営業の生の情報をリアルタイムに把握することができるようになりました。これによ

り、販売店への配送時間の短縮や受発注、集金業務の効率化とマーケティング力の向

上を実現しています。

ハンディーターミナルによる情報入力
13



全ての製品のグリーン化を推進

富士通グループでは、全ての製品のグリーン化を推進しています。環境負荷を低減する

マグネシウム合金やハロゲンフリー樹脂を採用した筐体、鉛フリーはんだ、生分解性樹脂

をIT業界に先駆けて採用しているほか、取引先とも連携して環境に配慮した部品・材料を

優先して購入する「グリーン調達」を積極的に推進しています。

循環型社会の実現にむけて―ITの活用と環境ソリューションの充実

ITを駆使した循環型社会の実現に向け、環境ソリューションの充実に力をいれています。

環境を意識したお客様の経営に対応するグリーン製品の設計や情報提供システム構築サー

ビスを提供しています。また、福島県いわき市において日本化成、富士通、富士通総研の

3社共同で、ITを活用した化学排出物リサイクルのビジネスモデルを確立するなど、住民

の皆様が安心して暮らせる街づくりにも貢献しています。

海外植林事業の拡大－エコ・フォレストパーク開設

消滅の危機に瀕している東南アジアの熱帯林の再生を目指

し、1997年より海外植林事業を展開しています。2002年

1月、マレーシア政府、在コタキナバル日本大使館、国際

協力事業団（JICA）、国際緑化推進センターの支援をうけ、

富士通グループ全体からボランティア参加者、寄付金を募

り、サバ州キナルート地区に約70ヘクタールの森林公園

「富士通グループ・マレーシア・エコ・フォレストパーク」

を開設、4万本の植林を行いました。

※環境会計に対する第三者認証は、2001年度も継続して取得しています。

富士通グループ・マレーシア・エコ・フォレストパーク

環境活動
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JAIMS設立30周年―活躍の舞台はグローバルに

1972年、富士通の提唱によりハワイに設立された日米経営科学研究所（JAIMS: Japan-

America Institute of Management Science）は、今年で設立30周年を迎えました。世界各国か

ら集うJAIMSプログラムの参加者は、グローバルに事業展開する企業／機関でのインター

ンシップ、米国MBA（経営学修士号）の取得に必要な単位取得などを通じ、異文化コミュ

ニケーション能力やビジネススキルを高め、プログラム修了後、国際社会の第一線で活躍

しています。

国際数学オリンピック大会を支援

国際数学オリンピックは、すべての国の数学的才能に恵まれた若者を見出し、その才能を伸ば

すチャンスを与えること、また、世界中の数学好きの少年少女および教育関係者達が相互に交流

を深めることを目的として開催される国際コンペティションです。1959年にルーマニアで開催さ

れた第1回大会以来、参加国の持ち回りで毎年開催されています。2003年の第44回大会は日本で

の開催が決定しており、富士通は単独スポンサーとして全面的に支援していきます。

インターカルチュラル・マネジメン
ト・プログラム（ICMP）修了。起業
を目指して準備中にJAIMSに入
学。現在は音楽やアーティストの
開拓、イベント・プロデュースをメイ
ンにしたプロジェクトとWEBサイト
の本格始動に向けて多方面に活
躍中。「起業の拠点は日本でも、開
拓フィールドは世界です。JAIMSで
学んだビジネスの手法を武器にグ
ローバルな展開を計画しています。」

畑　道子さん

1 9 9 5年 J EMB A修了。現在
ImaHimaのCEO。1999年創設の
ImaHimaは、モバイルコミュニティ
やインスタントメッセージング・アプ
リケーション技術のリーディング・
カンパニーとして高く評価され、世
界の通信事業各社と提携してい
る。現在、欧州と日本で事業を展
開。「JEMBAで学んだ日本語や、
日本の金融システム等の知識は、
仕事で非常に役立っています。」

ニラジ・ジャンジさん

Japan-focused Executive MBA
（JEMBA）に参加。環太平洋アジ
ア地域を中心にインターネットを活
用して事業を展開するリクルーティ
ング会社、アジアネット（株）に設立
当初から参画。現在は管理職、
専門職を対象にキャリアアップサー
ビスを提供する同社コンサルティン
グ部門のディレクター。「いつか自
分の会社を持ちたいですね。」

ローレンス・キーファーさん

ボランティア参加者

FNCと地元の小学校が協力してボランティア活動を支援

米国の富士通ネットワーク・コミュニケーショズ（FNC）では、

小学校のBig Spring Elementary Schoolと一緒に9年間、地元ボラ

ンティアから成る非営利団体NETWORK of Community Ministries

に協力して、何トンにも及ぶお菓子や食べ物のパッキングから配

送までお手伝いし、地域住民の生活支援に貢献しています。

社会貢献活動
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野副　州旦
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財務セクション ５年間の主要財務データ

百万円 千米ドル
（１株当たりの金額及び従業員数を除く）

3月31日に終了した会計年度 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年 2002年

売上高 ¥4,985,382 ¥5,242,986 ¥5,255,102 ¥5,484,426 ¥5,006,977 $37,646,444

営業利益（損失） 177,353 132,287 149,974 244,026 (74,426) (559,594)

税金等調整前当期純利益（損失） 123,855 49,625 74,857 157,564 (594,733) (4,471,677)

当期純利益（損失） 5,587 (13,638) 42,734 8,521 (382,542) (2,876,256)

総資産 5,056,259 5,025,670 5,019,744 5,200,071 4,595,804 34,554,917

株主資本 1,118,449 1,078,652 1,176,528 1,214,383 853,756 6,419,218

１株当たり（円、米ドル）：

当期純利益（損失）

─基本的 ¥ 3.0 ¥ (7.3) ¥ 22.1 ¥ 4.3 ¥(193.0) $(1.451)

─希薄化後 3.0 (7.3) 21.5 4.3 (193.0) (1.451)

配当金 10.0 10.0 10.0 10.0 5.0 (0.038)

株主資本 600.6 572.5 599.4 614.2 426.5 3.207

研究開発費 ¥  387,129 ¥  395,063 ¥ 401,057 ¥   403,405 ¥  349,855 $  2,630,489

設備投資額 435,771 288,896 325,706 438,043 306,966 2,308,015

期末従業員数（人） 180,332 188,139 188,053 187,399 170,111

事業の種類別セグメント売上高

（セグメント間の内部売上高を除く）

ソフトウェア・サービス ¥1,757,489 ¥2,015,409 ¥1,969,038 ¥2,014,375 ¥2,085,863 $15,683,180

情報処理 1,724,107 1,848,253 1,649,936 1,571,802 1,385,355 10,416,204

通信 742,790 653,375 734,256 778,052 629,871 4,735,872

電子デバイス 541,023 506,645 568,159 759,723 546,555 4,109,436

金融 ─ ─ 113,070 107,246 114,472 860,692

その他 219,973 219,304 220,643 253,228 244,861 1,841,060

売上高計 ¥4,985,382 ¥5,242,986 ¥5,255,102 ¥5,484,426 ¥5,006,977 $37,646,444

地域別売上高

（顧客所在地別内訳）

日本 ¥3,228,363 ¥3,127,501 ¥3,352,837 ¥3,590,282 ¥3,460,915 $26,021,917

欧州 782,946 1,019,482 819,082 725,756 643,260 4,836,542

米州 586,215 708,124 688,179 765,288 542,144 4,076,271

アジア・オセアニア 358,396 359,612 371,458 383,560 346,425 2,604,699

中近東・アフリカ 29,462 28,267 23,546 19,540 14,233 107,015

売上高計 ¥4,985,382 ¥5,242,986 ¥5,255,102 ¥5,484,426 ¥5,006,977 $37,646,444

注記：1.基本的及び希薄化後１株当たり当期純利益の計算に関しては、連結財務諸表の注記17を参照下さい。
2.米ドル金額は、便宜上、2002年3月31日現在の東京外国為替市場での円相場１ドル＝133円で換算しております。
3.2002年3月31日に終了した会計年度の1株当たり配当金は、2001年10月24日開催の当社取締役会で承認された中間配当金及び2002年6月25日
開催の定時株主総会で承認された期末配当金の合計であります。
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経営陣による業績の検討及び分析財務セクション

売上状況

2002年3月31日に終了した会計年度（2001年度）の

富士通グループを取り巻く状況は、2001年12月までは

米国における景気減速の影響が日本、欧州及びアジア

に広がり、世界経済は厳しい状況の中で推移いたしま

した。IT産業は、今後の超高速・大容量ネットワーク

を支える基幹産業として中長期的には最も成長が期待

されておりますが、世界的に携帯電話やパーソナルコ

ンピュータの出荷が減少し、また北米をはじめ全世界

において通信事業会社の大幅な投資抑制の動きが続く

など、年度を通じて厳しい状況で推移いたしました。

ただ、2002年1月以降においては米国やアジアを中心

として景気に一定の底入れ感が出てきており、海外で

のパーソナルコンピュータや携帯電話などの需要に底

入れの兆しが見られ、また半導体については在庫調整

の一巡により、市況回復の気配が出てきております。

このような状況のもと2001年度の売上高は、5兆69

億円となり、前年度に比べ8.7%減少いたしました。

国内では、社会システムをはじめとした大規模シス

テムなどの幅広いニーズに応え、システムインテグレ

ーションやアウトソーシング、大型サーバの売上が増

加したほか、第3世代移動通信対応の基地局システム

などの売上が増加いたしました。しかし、パーソナル

コンピュータの需要の低迷や、電子デバイス全般にわ

たる需給バランスの崩れと価格の低下などにより国内

全体の売上高は前年度から3.6%減少し、3兆4,609億円

となりました。

一方、海外では、北米をはじめとする世界的な通信

事業会社の業績悪化と大幅な投資抑制により光伝送シ

ステムの売上が減少したほか、デスクトップパソコン

用小型磁気ディスク装置からの撤退、電子デバイス全

般での需給悪化、欧米におけるサービスビジネスの売

上減少などにより、海外の売上高は前年度から18.4%

減の1兆5,460億円となりました。

売上原価、販売費・一般管理費および営業利益

当年度の売上原価は3兆7,312億円と、前年度に比べ

5.4%減少し、売上原価率は74.5%で、前年度から2.6％

増加いたしました。売上高から売上原価を差し引いた

売上総利益は1兆2,757億円、前年度に比べ17.3%減少い

たしました。また、売上総利益率は前年度の28.1％か

ら2.6％減少し、25.5％となりました。収益性の悪化は、

通信、電子デバイスなどにおける需要減少と価格の低

下、及び生産稼働率の低下などによるものです。

販売費および一般管理費は1兆3,501億円で、従来、

売上原価としていた事業活動の管理に係る費用を今期

から販売費及び一般管理費としたことなどにより前年

度から4.0%増加、売上高に対する比率も前年度から

3.3%増加し27.0%となりました。販売費及び一般管理

費のうち研究開発費に関しましては、WEBサービス

技術をはじめとするソフトサービス分野や、次世代の

ネットワーク技術の中核となるコンピュータ、通信シ

ステムとこれを支える電子デバイス分野など、先端技

術に絞り込んで開発投資を行った結果、前年度比

13.3%減の3,498億円となりました。

事業の種類別セグメント売上高（セグメント間を除く）（十億円）

（3月31日に終了した会計年度）�

電子デバイス�
情報処理�
金融�

通信�
その他�

ソフトウェア・サービス�

売上高研究開発費率（％）�研究開発費（十億円）�

（3月31日に終了した会計年度）�
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以上の結果、当年度の営業損益は前年度からは利益

が3,184億円減少し、744億円の損失となりました。ま

た、売上高営業利益率は▲1.5%となりました。

その他の収益（費用）、当期純利益

その他の収益（費用）は▲5,203億円で、前年度から

4,338億円、費用が増加いたしました。

このうち、退職給付積立不足の償却額は、株価の下

落に伴う年金資産の減少などにより前年度から132億

円増加し、357億円となりました。また、持分法利益

は持分法対象会社の業績が悪化したことなどにより前

年度に比べ107億円減少し、26億円となりました。

一方、当社グループは、収益構造を改善し中期的な

視点で新たなる成長を実現するために2001年度を「徹

底した構造改革の年」と位置づけ、全てのセグメント

にわたる事業構造改革を実施し、事業構造改善費用と

して4,170億円（前年度比3,145億円の費用増）を計上

いたしました。事業構造改善費用の主な内訳は下記の

通りです。

事業構造改善費用の内訳 （単位：十億円）

3月31日に終了した会計年度 2002年

ソフトウェア・サービス. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥42

情報処理 . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 100

通信. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 65

電子デバイス . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . 208

連結. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥417

� ソフトウェア・サービス…・ITサービスのグローバル展開に向

けた英国ICL社（2002年4月より

Fujitsu Services Holdings PLC）、

米国DMR社（20 0 2年4月より

Fujitsu Consulting Inc.）の再編

�情報処理…………・デスクトップ用小型磁気ディス

ク装置からの撤退

……………………・サーバ、ファイル製造体制再編

�通信 ……………・北米PBXビジネス撤退、北米

光伝送装置の減産対策

�電子デバイス……・北米半導体工場の閉鎖、国内半

導体製造体制の再編

上記の他、その他の収益（費用）において、株価の

下落に伴い投資有価証券等評価損を205億円（前年度

比99億円の増加）計上いたしました。これらの結果、当

年度の税金等調整前当期純利益は前年から7,522億円減

少し、5,947億円の損失となりました。法人税等▲1,994

億円、少数株主損失127億円を差し引いた後の当期純

損益は3,825億円の損失で、前年度から3,910億円、利

益が減少いたしました。なお、1株当たりの当期純損

益は193.0円の損失であります。

セグメント情報

事業の種類別セグメント情報

ソフトウェア・サービス：当年度のソフトウェア・サ

ービスの売上高は、国内は前年度比5.5%増の1兆5,345

億円、海外は前年度比1.5%減の5,513億円となり、全体

では前年度比3.5%増の2兆858億円となりました。国内

においては、「e-Japan重点計画」をはじめとした今後

のITサービス市場の拡大を見据え、コアビジネスのさ

らなる強化、事業基盤の強化を行った結果、サービス

ビジネスが堅調に推移し、売上は増加いたしました。

ソリューションサービスでは、企業の資材調達から生

産、物流、販売に至るまでの効率化を支援するサプラ

イチェーンマネジメントソリューションなどが堅調に

推移いたしました。また、インフラサービスでは、ネ

ットワークを利用したアウトソーシングサービスの売

上が増加いたしました。しかし、海外においては欧米

における企業のIT投資抑制の影響を受け、サービスビ

ジネスの売上が減少し、全体の売上は微増となりまし

た。

営業利益は、国内でのサービスビジネスを中心とし

た売上増と効率化、および海外子会社における構造改

革の進捗などにより、前年度比22.6%増の1,578億円と

なりました。

情報処理：情報処理の売上高は、国内は前年度比9.7%

減の9,838億円、海外は前年度比16.8%減の4,014億円と

なり、全体では前年度比11.9%減の1兆3,853億円となり

ました。国内では大規模システム向けの大型サーバや

ファイルの売上が増加したほか、携帯電話についても

売上高営業利益率（％）�営業利益（十億円）�

（3月31日に終了した会計年度）�
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第2四半期に投入した新機種が好調に推移しましたが、

パーソナルコンピュータについては、需要が前年を大

きく下回り、国内の売上は前年より減少いたしまし

た。また、海外においても、デスクトップパソコン用

小型磁気ディスク装置から撤退したことに加えて、米

国を中心とした企業のIT投資抑制の影響により売上が

減少いたしました。

営業利益は、売上の減少にともない前年から23.0％

減少したものの、145億円を計上いたしました。

通信：通信の売上高は、国内は前年度比1.4%減の3,771

億円、海外は前年度比36.1%減の2,527億円となり、全

体では前年度比19.0%減の6,298億円となりました。国

内では、ブロードバンド・ネットワークインフラへと

市場が急速に変化する中で、従来の交換システム等の

需要が減少した一方、第3世代移動通信対応の交換シ

ステム、基地局システムなどの売上が増加いたしまし

た。しかし海外では、北米をはじめとする世界的な通

信事業会社の業績悪化、大幅な投資抑制の影響を受け、

光伝送システムを中心に売上が減少した結果、全体の

売上は減少いたしました。

営業損益は、光伝送システムなどの売上の減少に加

え価格下落の影響を受け、724億円の損失（前年度は

379億円の利益）となりました。

電子デバイス：電子デバイスの売上高は、国内は前年

度比29.6%減の2,632億円、海外は前年度比26.6%減の

2,832億円となり、全体では前年度比28.1%減の5,465億

円となりました。半導体をはじめとする電子デバイス

製品全般で需給バランスが崩れ、国内外において過去

に例を見ない深刻な在庫・生産調整が起こり、また価

格競争も激化いたしました。これらの影響は、フラッ

シュメモリ、ロジックIC、化合物半導体およびSAW

フィルタなど主要製品のすべてにわたり、売上が大幅

に減少いたしました。

営業損益は、売上の減少、価格下落、および生産稼

働率の低下などにより収益性が大きく悪化し、1,093億

円の損失（前年度は1,134億円の利益）となりました。

金融：当年度の金融の売上高は1,144億円、営業利益は

42億円となりました。

その他：当年度のその他の売上高は、国内は前年度比

2.4%増の1,875億円、海外は前年度比18.1%減の572億円

となり、全体では前年度比3.3%減の2,448億円となりま

した。営業利益は、前年度比96.9%減の2億円となりま

した。

事業の種類別セグメント情報 （単位：十億円）

3月31日に終了した会計年度 2001年 2002年 増減率

売上高

（セグメント間の内部売上高を含む）

ソフトウェア・サービス . . . ¥2,076 ¥2,138 3.0％

情報処理 . . . . . . . . . . . . . . 1,842 1,637（11.1）

通信. . . . . . . . . . . . . . . . . . 793 643（18.9）

電子デバイス . . . . . . . . . . . 908 637（29.9）

金融. . . . . . . . . . . . . . . . . . 115 123 7.6

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . 381 371 （2.6）

セグメント間取引消去. . . . . （633） （545）

連結. . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥5,484 ¥5,006 （8.7）％

営業利益

ソフトウェア・サービス . . . ¥128 ¥157 22.6％

情報処理 . . . . . . . . . . . . . . 18 14（23.0）

通信. . . . . . . . . . . . . . . . . . 37 （72） ―

電子デバイス . . . . . . . . . . . 113 （109） ―

金融. . . . . . . . . . . . . . . . . . 3 4 23.8

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . 8 0（96.9）

配賦不能営業費用
およびセグメント間取引消去 （66） （69）

連結. . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥244 ¥（74） ―％

所在地別セグメント情報

日本：当年度の日本における売上高は、前年度比4.5%

減の3兆7,597億円となりました。システムインテグレー

ションやアウトソーシングなどのサービスビジネスは

堅調に推移しましたが、パーソナルコンピュータの需

要減少、電子デバイス全般にわたる需給バランスの崩

れや価格下落などが影響し、売上が減少いたしました。

営業利益は前年度比83.8%減の533億円となりました。

欧州：当年度の欧州における売上高は、ICL社のイン

フラサービスビジネスの売上が減少したことや電子デ

バイス全般にわたる需給バランスの崩れ、光伝送シス

テムや小型磁気ディスク装置の売上減などにより、前

年度比11.8%減の5,916億円となりました。営業損益は、

179億円の損失（前年度は60億円の損失）となりまし

た。
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米州：米州における売上高は、北米における通信事業

会社の大幅な投資抑制の影響で光伝送システムの売上

が減少したことなどにより、前年度比35.2%減の4,039

億円となりました。営業損益は、574億円の損失（前

年度は174億円の損失）となりました。

その他：当年度のアジアを含むその他の地域における

売上高は、前年度比0.9％減の2,516億円となりました。

営業利益は、東南アジアにおける小型磁気ディスク装

置やプリント板などの製造子会社の操業悪化などによ

り、前年度比57.8%減の59億円となりました。

所在地別セグメント情報 （単位：十億円）

3月31日に終了した会計年度 2001年 2002年 増減率

売上高

（セグメント間の内部売上高を含む）

日本. . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥4,549 ¥4,161 （8.5）％

欧州. . . . . . . . . . . . . . . . . . 698 605（13.3）

米州. . . . . . . . . . . . . . . . . . 696 446（36.0）

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . 555 473（14.7）

セグメント間取引消去. . . . . （1,016） （680）

連結. . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥5,484 ¥5,006 （8.7）％

営業利益

日本. . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥328 ¥53（83.8）％

欧州. . . . . . . . . . . . . . . . . . （6） （17） ─

米州. . . . . . . . . . . . . . . . . . （17） （57） ─

その他 . . . . . . . . . . . . . . . . 14 5（57.8）

配賦不能営業費用
およびセグメント間取引消去 （75） （58）

連結. . . . . . . . . . . . . . . . . . ¥244 ¥（74） ─％

設備投資額

当年度は、厳しい経営環境を勘案して設備投資を成

長分野に絞り込み、前年度から29.9%削減し、3,069億

円を投資いたしました。セグメント別内訳は、ソフト

ウエア・サービスが465億円、情報処理が404億円、通

信が194億円、電子デバイスが1,802億円（内半導体が

1,223億円）、全社共通・その他が201億円です。

設備投資額 （単位：十億円）

3月31日に終了した会計年度 2001年 2002年 増減率

ソフトウェア・サービス . . ¥65 ¥46 （28.4）％

情報処理 . . . . . . . . . 54 40 （26.2）

通信 . . . . . . . . . . . 44 19 （56.0）

電子デバイス . . . . . . . 249 180 （27.7）

［うち半導体］ . . . . . . . ［196］ ［122］［（37.9）］

金融 . . . . . . . . . . . ─ － ─

全社共通他（※）  . . . . . . 24 20 （18.2）

設備投資合計 . . . . . . . ¥438 ¥306 （29.9）％

国内 . . . . . . . . . . . 338 244 （27.7）

海外 . . . . . . . . . . . 99 62 （37.4）

（※）その他セグメントおよび親会社の一般管理部門、共通研究等のセグメント

配賦不能な設備投資額

主な設備投資先

� ソフトウエア・サービス…・アウトソーシング設備およびネッ

トワーク基盤設備

�情報処理 …………・サーバ、ノートパソコン用小型磁

気ディスク装置の開発／製造設備

�通信 ………………・第3世代移動通信対応の基地局シス

テムの開発／製造設備

�電子デバイス ……・最先端ロジックIC開発設備

……………………・ロジックIC、フラッシュメモリ、

…………………… FRAM製造設備

地域別売上高（十億円）�

（3月31日に終了した会計年度）�
日本� 欧州� 米州� その他�
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財政状態および流動性

当年度末の総資産は4兆5,958億円で、前年度から

6,042億円圧縮いたしました。流動資産は2兆2,230億円

で、前年度より5,144億円減少いたしました。中でも棚

卸資産については、グループ全体で圧縮に取り組んだ

結果、前年度から2,608億円減少いたしました。売掛債

権については売上減の影響や早期回収に努めたことな

どにより2,674億円減少いたしました。固定資産は2兆

3,727億円で、事業構造改革により資産をスリム化した

ことなどにより、前年度から898億円減少いたしました。

負債合計は3兆5,265億円と、前年度より2,421億円減

少いたしました。流動負債は買掛債務の減少などによ

り3,224億円減少し、2兆1,212億円となりました。固定負

債は、普通社債による資金調達をしたことなどにより

802億円増加し、1兆4,052億円となりました。有利子負

債残高は前年度より1,244億円増加し、1兆7,606億円とな

りました。

事業構造改善費用などによる巨額の当期純損失の計

上により、資本合計は前年度から3,606億円減少して

8,537億円となり、株主資本比率は18.6%に低下いたし

ました。中でも連結剰余金は前年度から4,075億円減少

して761億円となりました。なお、期末発行株式数に

基づく1株当たりの株主資本は、426.5円であります。

キャッシュ・フロー
当年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、富

士通グループ全体の棚卸資産を前年度末から29.1％圧

縮するなど徹底的に事業効率の向上に努めたものの、

大規模な事業構造改革を実施し大幅な損失を計上した

ことなどにより、前年度から2,898億円減少し、3,065

億円となりました。投資活動によるキャッシュ・フロ

ーは、成長分野への投資の絞り込みを図った結果、前

年度に比べ573億円減少し、4,094億円となりました。

この結果、フリー・キャッシュフローは1,028億円の

マイナス（前年度は1,296億円のプラス）となりました。

また、当年度の財務活動によるキャッシュ・フロー

は、運転資金及び社債償還資金に充当するため2001年

9月に普通社債1,800億円を発行するなど、フリー・キ

ャッシュフローのマイナスを補うための資金調達を行

った結果、913億円のプラス（前年度は1,376億円のマ

イナス）となりました。

連結子会社数
当年度末における連結子会社数は、国内子会社が

129社、海外子会社が365社の合計494社となり、前年

度の517社から23社減少いたしました。子会社数の減

少は、ネットワークソリューション分野における国内

子会社4社の再編など、競争力強化を目的とする子会

社の統合・再編を行ったことや、アムダールグループ

やICLグループの再編をしたことなどによるものです。

なお、2002年4月よりDMR Consulting Group, Inc.

（DMR社）はFujitsu Consulting Inc.（富士通コンサル

ティング社）に、ICL PLC（ICL社）はFujitsu

Services Holdings PLC（富士通サービス社）に商号

を変更しております。

また、当年度末における持分法適用会社数は、前年

度と同数の28社となりました。

総資産回転率（回）�総資産（十億円）�

（3月31日に終了した会計年度）�

株主資本比率（％）�株主資本（十億円）�

（3月31日に終了した会計年度）�

営業活動によるキャッシュ・フロー（十億円）�
投資活動によるキャッシュ・フロー（十億円）�

（3月31日に終了した会計年度）�
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連結貸借対照表財務セクション

百万円 千米ドル（注記3）

3月31日現在 2001年 2002年 2002年

資産

流動資産

現金及び現金同等物 ¥ 309,984 ¥ 299,418 $  2,251,263

短期投資（注記4） 9,744 4,368 32,842

売掛債権（注記9、16） 1,188,597 921,107 6,925,617

貸倒引当金 (18,839) (13,343) (100,323)

棚卸資産（注記5） 896,842 635,972 4,781,744

リース債権－1年内（注記15） 60,637 64,049 481,571

その他の流動資産（注記11） 290,539 311,496 2,342,075

流動資産合計 2,737,504 2,223,067 16,714,789

投資及び長期貸付金

関係会社（注記6） 334,984 341,937 2,570,955

リース債権（注記15） 110,410 116,859 878,639

その他（注記4、6、9、11） 338,865 438,638 3,298,030

投資及び長期貸付金合計 784,259 897,434 6,747,624

有形固定資産（注記7、9）

土地 137,205 140,602 1,057,158

建物 804,525 835,238 6,279,985

機械装置・工具器具及び備品 2,576,415 2,540,859 19,104,203

建設仮勘定 82,194 45,685 343,496

3,600,339 3,562,384 26,784,842

減価償却累計額控除 2,216,544 2,364,918 17,781,338

有形固定資産合計 1,383,795 1,197,466 9,003,504

無形固定資産

連結調整勘定（注記8） 131,422 116,631 876,925

ソフトウェア 149,143 146,754 1,103,413

その他の無形固定資産 13,948 14,452 108,662

無形固定資産合計 294,513 277,837 2,089,000

資産合計 ¥5,200,071 ¥4,595,804 $34,554,917

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。
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百万円 千米ドル（注記3）

2001年 2002年 2002年

負債、少数株主持分及び資本

流動負債

短期借入金（注記9） ¥ 452,219 ¥  434,587 $  3,267,572

社債及び長期借入金─１年内（注記9） 231,716 190,767 1,434,338

買掛債務（注記16） 977,018 793,782 5,968,286

未払費用 407,056 490,807 3,690,278

前受金 31,018 31,227 234,790

未払法人税等 113,932 34,145 256,729

その他の流動負債（注記11） 230,714 145,909 1,097,060

流動負債合計 2,443,673 2,121,224 15,949,053

固定負債

社債及び長期借入金（注記9） 952,289 1,135,272 8,535,880

退職給付引当金（注記10） 102,863 116,484 875,819

電子計算機買戻損失引当金 88,860 84,175 632,895

その他の固定負債（注記11） 181,012 69,367 521,556

固定負債合計 1,325,024 1,405,298 10,566,150

少数株主持分 216,991 215,526 1,620,496

資本（注記12）

資本金

授権株式数─5,000,000,000株

発行済株式総数

2001─1,977,227,929 株 314,652

2002─2,001,962,672 株 324,624 2,440,782

資本準備金 505,449 519,720 3,907,669

連結剰余金 483,709 76,176 572,752

未実現有価証券評価益 19,035 10,417 78,323

再評価差額金 ─ 4,311 32,414

為替換算調整勘定 (108,451) (81,323) (611,451)

自己株式 (11) (169) (1,271)

資本合計 1,214,383 853,756 6,419,218

契約債務及び偶発債務（注記13）

負債、少数株主持分及び資本合計 ¥5,200,071 ¥4,595,804 $34,554,917
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連結損益計算書財務セクション

百万円 千米ドル（注記3）

3月31日に終了した会計年度 2000年 2001年 2002年 2002年

売上高 ¥5,255,102 ¥5,484,426 ¥5,006,977 $37,646,444

営業費用

売上原価 3,796,919 3,942,614 3,731,257 28,054,564

販売費及び一般管理費（注記18） 1,308,209 1,297,786 1,350,146 10,151,474

5,105,128 5,240,400 5,081,403 38,206,038

営業利益（損失） 149,974 244,026 (74,426) (559,594)

その他の収益（費用）

受取利息及び配当金 12,583 14,291 10,480 78,797

持分法による投資利益 17,025 13,429 2,676 20,120

支払利息 (49,505) (48,955) (43,126) (324,256)

その他（純額）（注記18） (55,220) (65,227) (490,337) (3,686,744)

(75,117) (86,462) (520,307) (3,912,083)

税金等調整前当期純利益（損失） 74,857 157,564 (594,733) (4,471,677)

法人税等（注記11）

当年度引当額 65,595 134,882 35,122 264,075

法人税等調整額 (37,216) 5,818 (234,542) (1,763,474)

28,379 140,700 (199,420) (1,499,399)

少数株主利益調整前当期純利益（損失） 46,478 16,864 (395,313) (2,972,278)

少数株主（利益）損失 (3,744) (8,343) 12,771 96,022

当期純利益（損失） ¥      42,734 ¥ 8,521 ¥ (382,542) $ (2,876,256)

円 米ドル（注記3）

一株当たり金額

基本的一株当たり当期純利益（損失）（注記17） ¥22.1 ¥ 4.3 ¥(193.0) $(1.451)

希薄化後一株当たり当期純利益（損失）（注記17） 21.5 4.3 (193.0) (1.451)

一株当たり配当金 10.0 10.0 5.0 (0.038)

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。
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連結資本勘定計算書財務セクション

百万円 千米ドル（注記3）

3月31日に終了した会計年度 2000年 2001年 2002年 2002年

資本金

期首残高 ¥261,222 ¥ 306,246 ¥ 314,652 $2,365,805

新株引受権行使による増加 34,649 7,007 ─ ─

転換社債の転換による増加 10,375 1,399 9,707 72,985

株式交換による増加 ─ ─ 265 1,992

期末残高 ¥306,246 ¥ 314,652 ¥ 324,624 $2,440,782

資本準備金

期首残高 ¥447,948 ¥ 495,073 ¥ 505,449 $3,800,368

新株引受権行使による増加 41,133 8,977 ─ ─

転換社債の転換による増加 10,375 1,399 9,707 72,985

株式交換による増加 ─ ─ 4,564 34,316

その他 (4,383) ─ ─ ─

期末残高 ¥495,073 ¥ 505,449 ¥ 519,720 $3,907,669

連結剰余金

期首残高 ¥456,240 ¥ 490,409 ¥ 483,709 $3,636,910

当期純利益（損失） 42,734 8,521 (382,542) (2,876,256)

配当金 (19,112) (19,642) (14,842) (111,594)

取締役及び監査役賞与 (739) (728) (998) (7,504)

連結子会社の新規増加に伴う増加 6,112 ─ ─ ─

その他 5,174 5,149 (9,151) (68,804)

期末残高 ¥490,409 ¥ 483,709 ¥ 76,176 $   572,752

未実現有価証券評価益

期首残高 ¥             ─ ¥              ─ ¥ 19,035 $ 143,120

当期増減 ─ 19,035 (8,618) (64,797)

期末残高 ¥             ─ ¥ 19,035 ¥ 10,417 $ 78,323

再評価差額金

期首残高 ¥             ─ ¥              ─ ¥ ─ $ ─

当期増減 ─ ─ 4,311 32,414

期末残高 ¥             ─ ¥              ─ ¥ 4,311 $ 32,414

為替換算調整勘定

期首残高 ¥ (86,660) ¥(114,904) ¥(108,451) $ (815,421)

当期増減 (28,244) 6,453 27,128 203,970

期末残高 ¥(114,904) ¥(108,451) ¥ (81,323) $ (611,451)

自己株式

期首残高 ¥          (98) ¥ (296) ¥ (11) $ (83)

当期増減 (198) 285 (158) (1,188)

期末残高 ¥ (296) ¥ (11) ¥ (169) $ (1,271)

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。
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連結キャッシュ・フロー計算書財務セクション

百万円 千米ドル（注記3）

3月31日に終了した会計年度 2000年 2001年 2002年 2002年

営業活動によるキャッシュ・フロー（A）
税金等調整前当期純利益（損失） ¥ 74,857 ¥ 157,564 ¥(594,733) $(4,471,677)
営業活動により増加したキャッシュ・フローへの税金等
調整前当期純利益（損失）の調整：
減価償却費 359,808 389,090 417,867 3,141,857
連結調整勘定償却額 27,621 64,757 21,090 158,571
退職給付引当金繰入額（支払額控除後） 13,883 (73,172) 12,638 95,023
電子計算機買戻損失引当金繰入額 45,736 38,075 30,594 230,030
電子計算機買戻損失引当金取崩額 (48,489) (38,222) (35,279) (265,256)
支払利息 49,505 48,955 43,126 324,256
受取利息及び配当金 (12,583) (14,291) (10,480) (78,797)
持分法による投資利益 (17,025) (13,429) (2,676) (20,120)
固定資産廃却額 27,726 45,678 177,152 1,331,970
売掛債権の（増加）減少 72,396 (5,057) 294,617 2,215,165
棚卸資産の（増加）減少 20,998 (71,459) 272,898 2,051,865
その他の流動資産の（増加）減少 (41,764) 53,964 47,232 355,128
買掛債務の増加（減少） 35,665 110,687 (210,938) (1,586,000)
その他の流動負債の増加 15,535 10,720 40,215 302,368
その他 (53,282) 1,760 (49,101) (369,180)

営業活動から得た現金 570,587 705,620 454,222 3,415,203
利息の支払額 (50,617) (48,794) (45,458) (341,789)
利息の受取額 12,387 6,435 6,877 51,707
配当金の受取額 4,264 6,414 6,686 50,270
法人税等の支払額 (59,579) (73,213) (115,756) (870,346)

営業活動により供給された現金（純額） 477,042 596,462 306,571 2,305,045

投資活動によるキャッシュ・フロー（B）
有形固定資産の取得 (322,794) (406,928) (347,841) (2,615,346)
有形固定資産の売却 30,921 2,136 15,184 114,166
無形固定資産の取得 (68,256) (73,832) (71,375) (536,654)
投資及び長期貸付金の（増加） (42,117) (34,078) (16,401) (123,316)
短期投資の減少 34,322 2,265 5,374 40,406
その他 19,636 43,628 5,596 42,075

投資活動に使用された現金（純額） (348,288) (466,809) (409,463) (3,078,669)

A＋B（※） 128,754 129,653 (102,892) (773,624)

財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入及び社債の発行 107,807 57,167 448,947 3,375,541
長期借入金の返済及び社債の償還 (133,934) (171,179) (296,718) (2,230,962)
短期借入金の増加（減少） (329,348) 2,467 (36,191) (272,113)
少数株主持分の増加（減少） 17,056 (5,544) 17,032 128,060
配当金の支払額 (19,112) (19,642) (14,842) (111,594)
その他 86,284 (917) (26,916) (202,376)
財務活動により供給された現金（純額） (271,247) (137,648) 91,312 686,556

為替相場変動の現金及び現金同等物に対する影響額 9,159 1,803 1,014 7,624

現金及び現金同等物純（減少）額 (133,334) (6,192) (10,566) (79,444)
現金及び現金同等物期首残高 449,510 316,176 309,984 2,330,707
現金及び現金同等物期末残高 ¥316,176 ¥ 309,984 ¥ 299,418 $  2,251,263
キャッシュ・フローを伴わない財務活動：
転換社債の転換に伴う資本の増加額 ¥ 20,790 ¥ 2,798 ¥ 19,414 $ 145,970

添付の注記は、これらの連結財務諸表の一部です。
※「経営陣による業績の検討及び分析」におきまして、A＋Bをフリーキャッシュフローとしております。
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連結財務諸表の注記財務セクション

1. 重要な会計方針

(a) 連結財務諸表の作成の基本となる事項

富士通㈱（以下、「当社」とする。）及び連結子会社（以下、富士通㈱と併せて「富士通グループ」という。）の連
結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則及び日本の証券取引法の規定に準拠して作成し

ております。海外の連結子会社は、各国の会計原則を採用しておりますが、これは概ね、当社が採用する会計原則

と合致しております。当連結財務諸表の作成にあたり、日本国外の利用者の便宜を図るため、一部組替を行ってお

ります。

富士通グループが採用する会計原則と国際会計基準（以下、「IAS」という。）との会計処理に関する差異は、注

記２において記載しております。

(b) 連結の基本方針

当社の連結財務諸表は、当社及び重要性の低い一部の子会社を除く全ての子会社を連結したものであります。

企業買収は、パーチェス法により処理しております。買収価額のうち、被買収企業の純資産の公正価値を超過す

る部分は連結調整勘定として認識しております。

関連会社に対する投資勘定は、重要性の低い一部の関連会社を除き、持分法を適用しております。

(c) 現金同等物

取得日から3ヶ月以内に満期の到来する流動性の高い投資を現金同等物とみなしてキャッシュ・フロー計算書を作

成しております。

(d) 外貨換算

外貨建金銭債権債務は、決算日の為替相場により円貨に換算しております。

海外の連結子会社の財務諸表項目の換算において、資産および負債は決算日の為替相場により円貨に換算し、収

益および費用は期中平均の為替相場により換算しております。また、その結果生じた換算差額は「為替換算調整勘

定」として資本の部に計上しております。

2001年3月31日に終了した会計年度より、日本の「外貨建取引に係る会計基準」が改訂されたことに伴い、外貨建

長期金銭債権債務は決算日の為替相場で円貨に換算しております。2000年3月31日に終了した会計年度までは取得時

または発生時の為替相場で円貨に換算しており、財務諸表数値は組替えておりません。この基準改訂による財務諸

表への影響は軽微であります。

また、当該基準は、海外の連結子会社の財務諸表項目の換算に伴う上記換算差額を、資本の部に計上することも

義務付けておりますが、こちらにおきましては過年度分についても既に資本の部へ組替済みであります。

(e) 売上の計上

通信システム及び情報処理システムについては原則として検収基準で売上を計上し、パーソナルコンピュータ、

周辺機器、その他付属機器及び電子デバイス製品については出荷基準で売上を計上しております。

(f) 市場性のある有価証券

「短期投資」及び「投資及び長期貸付金」に含まれる市場性のある有価証券を、満期保有投資（満期まで保有す

る明確な意思と能力を持つ債券）または売却可能有価証券（株式及び満期保有投資に区分しなかった債券）に区分

し、満期保有投資は取得額の償還額に対する差額を満期までの期間にわたって増額又は減額する償却原価で評価し、

売却可能有価証券は時価で評価しております。売却可能有価証券を時価評価したことによる未実現評価損益は、税

効果を考慮後資本の部に表示しております。

2001年3月31日に終了した会計年度より、日本の「金融商品に係る会計基準」（2000年4月1日に開始する会計年度

より適用）を適用しております。なお、2000年3月31日に終了した会計年度までの財務諸表数値については組替えて

おりません。当該基準適用の連結損益計算書に与える影響は軽微であります。

(g) 貸倒引当金

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収可能性を検討して十分な金額を計上しております。

(h) 棚卸資産

製品は、主に移動平均法による原価法で計上しております。

仕掛品は、主に個別法または総平均法による原価法で計上しております。

原材料は、主に移動平均法または最終仕入原価法による原価法で計上しております。
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(i) 有形固定資産及び減価償却

有形固定資産（更新及び追加投資を含む）は、取得価額により計上しております。

減価償却費は、当該資産の区分、構造及び機能により見積もられた耐用年数に基づき、主に定率法で計算してお

ります。

維持費、修繕費及び少額の更新、改良に要した支出は、発生時の費用として処理しております。

(j) 無形固定資産

連結調整勘定については、20年以内の期間で均等償却しております。

市場販売目的のソフトウェアについては、販売可能な有効期間における見込販売数量に基づく方法、自社利用ソ

フトウェアについては、社内における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。

その他の無形固定資産については、各々の資産毎に見積もられた耐用年数に基づき、均等償却しております。

(k) リース取引

借手及び貸手のファイナンス・リース取引については、売買処理によっております。

(l) 退職給付

当社及び大部分の連結子会社は、退職給付制度を採用しております。

主要な給付建の退職給付制度の費用は、年金数理による予測単位積増方式により評価しております。

2001年3月31日に終了した会計年度より、当社及び国内の連結子会社は、日本の「退職給付に係る会計基準」

（2000年4月1日に開始する会計年度より適用）を適用しております。当該基準適用の当期純利益への影響は、注記10

に記載のとおり軽微であります。

(m) 電子計算機買戻損失引当金

富士通グループで製造したコンピュータの一部は、日本電子計算機㈱（以下、「JECC」という。）等のリース会社
及び金融機関に販売した上で、顧客にリースしております。この販売契約のもとでは、一定期間経過後、顧客がコ

ンピュータを返品した場合、富士通グループが当該コンピュータを買戻す旨の特約が付されております。この取引

については、過去の実績に基づき、買戻し時の損失発生見込額を販売時点で見積り、引当金として計上しておりま

す。

(n) 法人税等

税務上と財務会計上の資産及び負債の認識時点の相違により生ずる一時差異について、税効果を資産負債法によ

り認識しております。

(o) 一株当たり当期純利益

基本的一株当たり当期純利益は、期中の普通株式の加重平均発行済株式数に基づいて算定しております。

希薄化後一株当たり当期純利益は、新株引受権の行使や転換社債の転換による新株式発行に伴う普通株式の希薄

化を考慮した後の加重平均発行済株式数に基づいて算定しております。

(p) デリバティブ取引

外貨建債権債務の為替相場変動リスク及び金利相場変動リスクを軽減する目的でデリバティブ取引を利用してお

り、デリバティブ取引は時価で評価しております。なお、当該ヘッジ手段の時価評価に伴う損益は、ヘッジ対象に

係る損益が認識されるまで繰り延べております。

2001年3月31日に終了した会計年度より、日本の「金融商品に係る会計基準」（2000年4月1日に開始する会計年度

より適用）を適用しております。なお、2000年3月31日に終了した会計年度までの財務諸表数値については組替えて

おりません。当該基準適用の財務諸表に与える影響は、軽微であります。

(q) 会計処理方法の変更

各事業活動の管理に係る費用について、2001年3月31日に終了した会計年度までは、製造原価として処理しており

ましたが、2002年3月31日に終了した会計年度より、販売費及び一般管理費として処理しております。

この変更により、従来の方法によった場合に比べ、2002年3月31日に終了した会計年度において、売上原価が

75,337百万円（566,444千米ドル）減少し、販売費及び一般管理費が85,468百万円（642,617千米ドル）増加し、営業

利益及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ10,131百万円（76,173千米ドル）減少しております。この変更によるセ

グメント情報への影響は、注記19に記載しております。
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2. 国際会計基準との差異
国際会計基準（IAS）に準拠した場合の会計処理の相違は以下のとおりであります。

外貨建長期金銭債権債務

2000年3月31日に終了した会計年度までは、外貨建長期金銭債権債務は取得時または発生時レートで換算していた

ため、IAS第21号との差異が生じておりました。2001年3月31日に終了した会計年度より、決算日レートで換算して

いるため、IAS第21号との差異は生じておりません。

棚卸資産

IAS第2号では、棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低いほうの価額で評価することが求められて

いますが、重要な会計方針（h）のとおり評価しております。IAS第2号を適用した場合でも、棚卸資産の価額に重要

な差異は生じません。

有形固定資産の減損

IAS第36号では、有形固定資産に減損が発生した場合、帳簿価額を回収可能価額まで切り下げる処理が求められ

ておりますが、日本においては、減損の手続きが規定化されておりません。当社及び国内連結子会社は、日本にお

いて一般に公正妥当と認められる会計原則に従い、切り下げ処理を行っております。IAS第36号を適用した場合に

おける影響額については、算定しておりません。

退職給付(注記10)

IAS第19号では、会計基準変更時差異の償却年数は5年以内とされておりますが、注記10に記載のとおり処理して

おります。

なお、詳細につきましては、それぞれに対応する注記を参照下さい。

3. 米ドルによる表示
当社及び国内の連結子会社は、円建で記帳しております。連結財務諸表及びその注記に米ドルで表示されている

項目は、2002年3月31日現在の為替相場（１米ドル133円）で日本円を米ドルに換算したものであります。米ドルに

よる表示は利用者の便宜を図って付したものであり、円建の資産及び負債が上記の為替相場又はその他の為替相場

で米ドルに換金または決済されたあるいは決済されうるということを示しているものではありません。

4. 市場性のある有価証券
2001年及び2002年3月31日現在、「短期投資」及び「投資及び長期貸付金―その他」に含まれる市場性のある有価証券

の内訳は、以下のとおりであります。
百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

満期保有投資
貸借対照表計上額 (償却原価) ¥     3,851 ¥     1,062 $     7,985
時価 3,892 1,006 7,564

未実現評価益（評価損） ¥           41 ¥          (56) $       (421)

売却可能有価証券
取得原価 ¥111,887 ¥   97,991 $736,774
貸借対照表計上額 (時価) 145,527 115,616 869,293

未実現評価益 ¥  33,640 ¥   17,625 $132,519
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5. 棚卸資産
2001年及び2002年3月31日現在の棚卸資産勘定の内訳は、以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

製品 ¥365,475 ¥249,166 $1,873,428
仕掛品 369,775 263,484 1,981,083
原材料 161,592 123,322 927,233

¥896,842 ¥635,972 $4,781,744

6. 関連会社に対する投資
持分法適用会社に関する要約財務情報は、以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

3月31日現在 2001年 2002年 2002年

流動資産 ¥1,247,229 ¥1,052,893 $ 7,916,489
固定資産 398,193 463,140 3,482,255

1,645,422 1,516,033 11,398,744
流動負債 481,902 334,303 2,513,556
固定負債 79,479 177,770 1,336,617

純資産 ¥1,084,041 ¥1,003,960 $ 7,548,571

百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度 2000年 2001年 2002年 2002年

売上高 ¥1,075,887 ¥1,390,549 ¥1,163,438 $8,747,654
当期純利益（損失） 50,515 84,337 (8,803) (66,188)

上場している持分法適用会社に対する投資の貸借対照表計上額及び時価は、以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

3月31日現在 2001年 2002年 2002年

貸借対照表計上額 ¥ 247,951 ¥ 253,706 $1,907,564
時価 690,253 653,119 4,910,669

2001年及び2002年3月31日現在、当社は、JECCに対する投資額19,373百万円（145,662千米ドル）を、「投資及び長

期貸付金―その他」に計上しております。当社はJECCの発行済株式総数の29.49％を所有しておりますが、JECCの

事業に対し重要な影響を及ぼし得ないため、JECCを関連会社としておりません。JECCは、同社の株主である７社

から購入する電子計算機及び周辺機器のリースを主たる事業としております。2001年及び2002年3月31日現在、

JECCの資本金は65,700百万円（493,985千米ドル）であります。JECCの2000年、2001年及び2002年3月31日に終了し

た会計年度の売上高は、それぞれ299,746百万円、290,214百万円、289,340百万円（2,175,489千米ドル）であります。



33

7. 有形固定資産
土地、建物、機械装置・工具器具及び備品、および建設仮勘定の増減内容は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度 2001年 2002年 2002年

土地
期首残高 ¥134,347 ¥137,205 $1,031,617
新規取得 2,416 1 7
為替換算調整 968 867 6,519
その他増減 (526) 2,529 19,015

期末残高 ¥137,205 ¥140,602 $1,057,158

日本の「土地の再評価に関する法律」に基づき、一部の国内連結子会社は事業用の土地の再評価を2002年3月31日

に行い、評価差額は税効果を考慮後、「再評価差額金」として資本の部に計上しております。当該評価差額1,421百万

円（10,684千米ドル）は上記その他増減に含まれており、再評価前および再評価後の土地の帳簿価額はそれぞれ460

百万円（3,459千米ドル）、1,881百万円（14,143千米ドル）であります。

建物
期首残高 ¥368,961 ¥370,445 $2,785,301
新規取得 35,348 45,277 340,428
減価償却費 34,843 39,438 296,526
為替換算調整 6,748 3,155 23,722
その他増減 (5,769) (25,027) (188,173)

期末残高 ¥370,445 ¥354,412 $2,664,752

機械装置・工具器具及び備品
期首残高 ¥730,950 ¥793,951 $5,969,556
新規取得 403,608 289,712 2,178,286
減価償却費 302,943 326,038 2,451,413
為替換算調整 22,512 10,023 75,361
その他増減 (60,176) (110,881) (833,692)

期末残高 ¥793,951 ¥656,767 $4,938,098

2002年3月31日に終了した会計年度のその他増減のうち主なものは、売廃却及び北米半導体工場の閉鎖に伴う評価

減であります。

建設仮勘定
期首残高 ¥ 44,600 ¥ 82,194 $ 618,000
新規取得 336,786 228,138 1,715,323
為替換算調整 2,330 746 5,609
他勘定への振替 （301,522） (265,393) （1,995,436）

期末残高 ¥ 82,194 ¥ 45,685 $ 343,496

8. 連結調整勘定
連結調整勘定の増減内容は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度 2001年 2002年 2002年

期首残高 ¥186,320 ¥131,422 $988,135
増加 4,192 1,699 12,775
償却 64,757 21,090 158,571
為替換算調整 5,667 4,600 34,586

期末残高 ¥131,422 ¥116,631 $876,925
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9. 短期借入金、社債及び長期借入金
2001年及び2002年3月31日現在の短期借入金の内訳は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

借入金は、主として銀行からの借入金であります。利率は、
2001年3月31日現在で0.35％から9.25％、
2002年3月31日現在で0.15％から9.00％であります。
有担保 ¥ 3,779 ¥ 3,146 $ 23,654
無担保 448,440 431,441 3,243,918

¥452,219 ¥434,587 $3,267,572

2001年及び2002年3月31日現在の社債及び長期借入金の内訳は以下のとおりであります。
百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

借入金は、主として銀行及び保険会社からの借入金であります。利率は、
2001年3月31日現在、2001年満期分から2025年満期分で0.24％から11.70％
2002年3月31日現在、2002年満期分から2025年満期分で0.03％から7.17％
であります。
有担保 ¥ 9,427 ¥ 8,473 $ 63,707
無担保 379,722 487,559 3,665,857

当社が発行した社債
利率1.4％、2004年償還無担保転換社債 39,617 39,617 297,872
利率1.9％、2002年償還無担保転換社債 23,310 ─ ─
利率1.95％、2003年償還無担保転換社債 33,031 33,031 248,353
利率2.0％、2004年償還無担保転換社債 15,577 15,577 117,120
利率2.3％、2001年償還社債 30,000 ─ ─
利率2.6％、2002年償還社債 30,000 30,000 225,564
利率2.825％、2001年償還社債 60,000 ─ ─
利率3.025％、2002年償還社債 30,000 30,000 225,564
利率3.225％、2003年償還社債 30,000 30,000 225,564
利率2.425％、2003年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率2.875％、2006年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率2.575％、2004年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率3.15％、2009年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率3.0％、2001年償還デュアル・カレンシー社債 30,210 ─ ─
利率2.3％、2007年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率2.325％、2008年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率3.0％、2018年償還社債 30,000 30,000 225,564
利率2.175％、2008年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率2.15％、2008年償還社債 50,000 50,000 375,940
利率0.64％、2006年償還社債 ─ 100,000 751,879
利率0.31％、2004年償還社債 ─ 80,000 601,504

連結子会社が発行した社債
無担保（利率2.66％─3.45％、2002―2006年償還） 43,111 41,782 314,150
１年以内に返済期限の到来する債務（控除） 231,716 190,767 1,434,338

¥952,289 ¥1,135,272 $8,535,880
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2001年及び2002年3月31日現在、短期借入金及び長期借入金の担保として差入れている資産は、以下のとおりであ

ります。
百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

有形固定資産 ¥19,465 ¥17,013 $127,917
売掛金等の流動資産 35 ─ ─

¥19,500 ¥17,013 $127,917

日本の慣行では、銀行からの借入（短期借入を含む）は通常、銀行取引約定に基づいて行われます。この取引約

定に基づき、銀行から要請があれば借手は担保を差入れ、あるいは保証人を立てる（あるいは状況に応じて担保ま

たは保証人を追加する）こととなっております。また、この約定取引では担保に供された資産は、当該銀行に対す

る現在及び将来のすべての債務を担保することになっております。さらに、返済期限が到来した債務もしくは債務

不履行となった債務と、債務者の銀行預金を相殺することができるという権利を当該銀行が有していることが規定

されております。

2002年3月31日現在、当社グループは384,228百万円（2,888,932千米ドル）の特定融資枠（コミットメントライン）

契約を締結しております。うち、154,052百万円（1,158,285千米ドル）、は上記の短期借入金及び長期借入金として使

用済みであり、230,176百万円（1,730,647千米ドル）は未使用であります。

当社が発行しております利率1.4％、1.95％及び2.0％の転換社債の現在の転換価格は、それぞれ、一株当たり

1,751.50円、998.00円及び998.00円であります。上記転換価格は、株式分割あるいは株式の無償交付等により調整され

ることとなっております。2002年3月31日現在、約71百万株を転換社債の転換分として確保しております。

当社は、一部の転換社債及び社債について、そのすべてまたは一部を、元本価額の102％から100％の価格で、随

時買戻しあるいは償還することができます。

2002年3月31日以降に返済期限を迎える社債及び長期借入金の償還または返済予定は、以下のとおりであります。
3月31日に終了する会計年度 百万円 千米ドル

2003年 ¥190,767 $ 1,434,338
2004年 208,631 1,568,654
2005年 258,785 1,945,752
2006年 104,126 782,902
2007年以降 563,730 4,238,571

転換社債に関しては、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則に従い、社債に対応する額と転換権に

対応する額とに区分せず、全額を負債として計上し、「社債及び長期借入金」に含めて開示しております。
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10. 年金及び退職金制度
当社及び大部分の国内の連結子会社は、就業規則に基づく定年以前で退職する従業員の全てを対象とする、外部

拠出を行わない退職一時金制度を採用しております。従業員は主として勤務期間及び退職時の給与水準に基づく退

職金を受給することができます。

また、当社及び大部分の国内の連結子会社は、グループの実質的に全ての従業員を対象とした会社及び従業員が

拠出する給付建年金制度に加入しております。その会社及び従業員が拠出する給付建年金制度（以下「制度」）は、

富士通厚生年金基金として、従業員の退職にあたり、勤務期間、退職時の給与水準、制度への加入期間に基づく退

職一時金または60歳から支給開始される年金またはその両方を支給することとしております。この制度に加入する

当社及び国内の連結子会社及びその従業員による掛金は、独立した機関である富士通厚生年金基金へ拠出されます。

2000年3月の厚生年金保険法の改正により、2001年3月31日に終了した会計年度において、当社及び大部分の国内

の連結子会社が加入する厚生年金基金制度における国の代行部分の退職給付債務は減少しました。

海外の連結子会社に関しては、その従業員を対象とする給付建年金制度もしくは掛金建年金制度を採用しており

ます。

2001年及び2002年3月31日時点の連結財務諸表で認識された期末時点の退職給付債務及び年金資産の状況、並びに

2001年及び2002年3月31日終了した会計年度における退職給付費用の内訳は、以下のとおりであります。

退職給付債務及び年金資産
百万円 千米ドル

3月31日現在（国内制度） 2001年 2002年 2002年

退職給付債務 ¥(1,567,189) ¥(1,659,772) $(12,479,489)
年金資産 1,009,503 989,237 7,437,872
積立状況 （557,686） （670,535） （5,041,617）
会計基準変更時差異の未処理額 235,396 210,036 1,579,218
未認識数理計算上の差異 317,350 435,814 3,276,797
未認識の過去勤務債務（債務の減額） （87,269） （78,188） （587,879）
前払退職給付費用 (10,654) （13,611） (102,338)

退職給付引当金 ¥ (102,863） ¥ (116,484）$     (875,819）

退職給付費用の内訳
百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度（国内制度） 2001年 2002年 2002年

勤務費用（従業員掛金控除後） ¥ 69,229 ¥ 59,307 $ 445,917
利息費用 47,601 46,777 351,707
期待運用収益 (41,792) (41,400) (311,278)
退職給付積立不足償却額：
会計基準変更時差異の費用処理額 26,264 26,311 197,827
数理計算上の差異の費用処理額 0 18,508 139,158
過去勤務債務の費用処理額 (3,801) (9,095) (68,384)
退職給付費用 ¥ 97,501 ¥     100,408 $ 754,947
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退職給付債務等の計算の仮定
3月31日に終了した会計年度（国内制度） 2001年 2002年

割引率 3.0％ 3.0%
期待運用収益率 3.3％ 4.1%
数理計算上の差異の処理方法 定額法（従業員の平均残存勤務期間） 定額法（従業員の平均残存勤務期間）
過去勤務債務の処理方法 定額法（10年） 定額法（10年）
会計基準変更時差異の処理年数 当社:適用年度に一括償却 当社:適用年度に一括償却

国内の連結子会社:10年 国内の連結子会社:10年

日本の新会計基準を適用したことに伴う、当社の会計基準変更時差異相当額については、2001年3月31日に終了し

た会計年度において、一括償却いたしました。当該処理に対する追加拠出資産として、当社は、保有する有価証券

を退職給付を目的とした信託に拠出いたしました。これにより、2001年3月31日に終了した会計年度において、会計

基準変更時差異一括償却額415,615百万円、及び退職給付信託設定益460,280百万円を、その他の収益（費用）に計上

いたしました。残る国内の連結子会社の会計基準変更時差異相当額については、2001年3月31日に終了した会計年度

において26,264百万円償却いたしました。

従来の会計処理によった場合、主要な給付建年金制度の年金費用は、予測給付評価方式により算定した掛金の拠

出額を計上しておりました。退職給与引当金は、期末日にすべての従業員が自己都合により退職すると仮定した場

合に支払われる要支給額を現価方式により評価しておりました。

上記の信託方式により、新会計基準を適用したことによる2001年3月31日に終了した会計年度における当期純利益

への影響は、軽微でありました。

海外の主要な給付建年金制度はICL年金制度であります。この制度では、イギリスの会計基準SSAP24

（Statements of Standard Accounting Practice 24）に従い公式な保険数理による評価を行っており、直近の評価日

である2000年4月5日現在における年金資産の公正価額は、給付建債務の現在価値を上回っておりました。

なお、2004年3月31日に終了する会計年度より適用されるイギリスの新しい会計基準FRS17（Financial Reporting

Standard 17）に基づく年金資産及び給付建債務の再評価額については、現在算定中であります。
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11. 法人税等
富士通グループは所得に対して種々の税金を課せられております。2000年、2001年及び2002年3月31日に終了した

会計年度における日本の標準実効税率は、約42％であります。

税金費用の内訳は以下のとおりです。
百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度 2000年 2001年 2002年 2002年

当年分 ¥65,595 ¥134,882 ¥    35,122 $   264,075
繰延税金 (37,216) 5,818 (234,542) $(1,763,474)
税金費用 ¥28,379 ¥140,700 ¥(199,420) $(1,499,399)

2000年、2001年及び2002年3月31日に終了した会計年度における法定実効税率と実効税率との差異は以下のとおり
であります。

法定実効税率 42.0％ 42.0% 42.0％
税率の増加又は減少：
評価性引当金の増減 (13.5%) 32.5% (12.0%)
連結調整勘定の償却 15.5% 7.5% (1.0%)
税務上損金不算入の費用 4.6% 2.2% (0.5%)
退職給付信託設定に伴う持分法による投資利益に対する税効果 ─ 10.1% ─
持分法による投資利益に対する税効果 (9.6%) (3.6%) 0.2%
連結子会社の過年度投資損失に係る税効果 ─ ─ 6.2%
その他 (1.1%) (1.4%) (1.4%)
実効税率 37.9％ 89.3% 33.5％

2001年及び2002年3月31日現在の主要な繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は以下のとおりであります。
百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

繰延税金資産：
繰越欠損金 ¥ 272,244 ¥ 408,961 $ 3,074,895
退職給付引当金 212,258 230,010 1,729,398
賞与引当金 26,041 25,315 190,338
電算機買戻損失引当金 21,580 22,594 169,880
連結会社間内部利益（棚卸資産及び固定資産） 12,389 8,900 66,917
未払事業税 9,942 2,104 15,820
その他 17,654 59,063 444,083
総繰延税金資産 572,108 756,947 5,691,331
控除：評価性引当金 (275,703) (223,144) (1,677,775)
繰延税金資産計 296,405 533,803 4,013,556

繰延税金負債：
退職給付信託設定益 ¥(213,827) ¥(213,827) $(1,607,722)
利益処分方式による税務上の諸準備金 (41,097) (36,616) (275,308)
その他有価証券時価評価差額 (14,740) (8,716) (65,534)
その他 (646) (614) (4,616)
総繰延税金負債 (270,310) (259,773) (1,953,180)
純繰延税金資産 ¥    26,095 ¥ 274,030 $ 2,060,376

連結貸借対照表に含まれる純繰延税金資産は以下のとおりであります。
百万円 千米ドル

3月31日現在 2001年 2002年 2002年

その他の流動資産 ¥    57,233 ¥ 128,987 $ 969,827
投資及び長期貸付金 ― その他 25,058 158,539 1,192,022
その他の流動負債 (95) (600) (4,511)
その他の固定負債 (56,101) (12,896) (96,962)
純繰延税金資産 ¥    26,095 ¥ 274,030 $ 2,060,376

税務上の繰越欠損金は、国内は最長5年間、海外は主として最長20年間繰り越すことができます。繰越欠損金の実現可能
性は、繰越期限までに十分な課税所得を稼得できるか否かにかかっております。これらの繰越欠損金に対する繰延税金資
産については、当社が実現可能性が高いと考えるものを除いて評価性引当金を計上しております。
また、関連会社の未分配利益に対する繰延税金負債は計上しておりません。このような未分配利益は、原則として未払

法人税等を生じさせないためであります。
子会社の損失引当金に対しては、実現可能性が確実であるものを除き繰延税金資産を計上しておりません。
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12. 資本勘定
2000年、2001年及び2002年3月31日に終了した会計年度における発行済株式数の変動内容は以下のとおりでありま

す。
株式数

2000年 2001年 2002年

期首残高 1,884,139,404 1,962,939,607 1,977,227,929
新株引受権の権利行使 58,018,995 11,488,174 ─
転換社債の転換 20,781,208 2,800,148 19,452,895
株式交換による増加 ─ ─ 5,281,848

期末残高 1,962,939,607 1,977,227,929 2,001,962,672

転換社債の転換及び新株引受権の行使による新株の発行においては、1982年10月１日発効の商法の規定に従い、

発行価額の1/２以上を資本金、残りを資本準備金に繰入れております。

2002年3月31日に終了した会計年度に係る利益処分は、配当金5,004百万円（37,624千米ドル）を含め、2002年6月

25日に開催された定時株主総会の承認を得て、当社の会計帳簿に記録され、次期の連結財務諸表に反映されること

になります。

2002年3月31日に終了した会計年度における株式交換による増加は、2001年8月の富士通システムコンストラクシ

ョン㈱の完全子会社化に伴う新株式発行に起因するものであります。

13. 契約債務及び偶発債務
2002年3月31日現在、有形固定資産購入に係る契約債務額は、18,454百万円（138,752千米ドル）であります。

2002年3月31日現在の保証債務残高は、合計で47,686百万円（358,541千米ドル）であります。そのうち主なものは、

従業員の住宅ローンに関する保証額が20,877百万円（156,970千米ドル）及び中国向け輸出に係るバイヤーズクレジ

ット6,385百万円（48,008千米ドル）であります。

14. デリバティブ取引
デリバティブ取引の利用目的

富士通グループは、将来の取引市場での為替及び金利等の相場変動に伴うリスクの軽減、または資金調達コスト

の低減・資金運用利回りの向上を目的に、通貨及び金利に係るデリバティブ取引を利用しております。

デリバティブ取引に対する取り組み方針及び取引に係わるリスクの内容

富士通グループは、原則的に実需に基づく債権・債務を対象としてデリバティブ取引を行っており、投機及びト

レーディング目的ではデリバティブ取引は行っておりません。また、市場リスクを増大させるようなデリバティブ

取引は原則として行っておりません。さらに、契約先の選定にあたっては信用リスクを充分に考慮しております。

したがいまして、富士通グループの利用しているデリバティブ取引に係わる市場リスク及び信用リスクは僅少であ

ると認識しております。

デリバティブ取引に係わるリスク管理体制

富士通グループは、当社が定めたデリバティブ取引に関する管理規程に準じて取引を行い、ヘッジの有効性の判

定を含めて管理を行っております。

ヘッジ会計

デリバティブ取引に対してヘッジ会計を行っております。

ヘッジ手段としては、先物取引、先渡取引、オプション取引、スワップ取引、及びこれらの要素を2つ以上含む複

合取引を利用しております。当該ヘッジ手段の時価評価に伴う損益は、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで繰

り延べております。

デリバティブ取引の公正価額

2001年及び2002年3月31日現在、すべてのデリバティブ取引を公正価額にて評価し、貸借対照表に計上しておりま

す。



40

連結財務諸表の注記　財務セクション

15. リース取引
貸手側

富士通リース㈱が行う貸手のファイナンス・リース取引について、2001年及び2002年3月31日現在における受取最

低リース料総額及びその現在価値、未稼得金融収益、回収不能な受取最低リース料総額に対する引当累計額は以下

のとおりであります。
百万円 千米ドル

3月31日現在 2001年 2002年 2002年

受取最低リース料総額（貸手）
1年内 ¥ 60,637 ¥ 64,049 $    481,571
1年超5年内 108,949 115,386 867,565
5年超 1,461 1,473 11,075

計 ¥171,047 ¥180,908 $1,360,211
受取最低リース料総額（貸手）の現在価値
1年内 ¥ 49,215 ¥ 53,622 $    403,173
1年超5年内 89,936 98,052 737,233
５年超 1,206 1,252 9,414

計 ¥140,357 ¥152,926 $1,149,820

2001年及び2002年3月31日現在における未稼得金融収益は、それぞれ30,690百万円、27,982百万円（210,391千米ド

ル）であります。

2001年及び2002年3月31日現在における回収不能な受取最低リース料総額に対する引当累計額は、それぞれ671百

万円、1,160百万円（8,722千米ドル）であります。

貸手のオペレーティング・リースに係る未経過リース料の期末残高相当額のうち１年内のものは、2001年及び

2002年3月31日現在、それぞれ331百万円、205百万円（1,541千米ドル）であります。

借手側

借手のファイナンス・リース取引について、2001年及び2002年3月31日現在における取得価額相当額、減価償却累

計額、期末残高相当額、借手の最低リース料総額は下記のとおりであります。
百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

取得価額相当額 ¥135,225 ¥171,895 $1,292,443
減価償却累計額 65,224 120,656 907,188
期末残高相当額 70,001 51,239 385,255

最低リース料総額（借手）
1年内 27,444 9,290 69,850
1年超5年内 71,616 22,308 167,729
5年超 13,489 3,728 28,030

計 ¥112,549 ¥ 35,326 $ 265,609

借手のオペレーティング・リースに係る未経過リース料の期末残高相当額は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

3月31日現在 2001年 2002年 2002年

1年内 ¥ 6,805 ¥ 9,257 $ 69,601
1年超5年内 16,650 21,227 159,602
5年超 4,774 8,882 66,782

計 ¥28,229 ¥39,366 $295,985
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16. 連結貸借対照表の補足情報
2001年及び2002年3月31日現在の関係会社との営業債権債務残高は以下のとおりであります。

百万円 千米ドル

2001年 2002年 2002年

売掛債権 ¥73,825 ¥49,306 $370,722
買掛債務 70,388 45,832 344,602

17. 一株当たり当期純利益の計算
百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度 2000年 2001年 2002年 2002年

当期純利益(損失) ¥42,734 ¥8,521 ¥(382,542) $(2,876,256)
希薄化による影響
転換社債 1,257 ─ ─ ─

希薄化後当期純利益(損失) ¥43,991 ¥8,521 ¥(382,542) $(2,876,256)

千株

加重平均株式数 1,933,665 1,969,295 1,982,251
希薄化による影響
転換社債 109,681 ─ ─
新株引受権 7,094 ─ ─

希薄化後加重平均株式数 2,050,440 1,969,295 1,982,251

円 米ドル

基本的一株当たり当期純利益(損失) ¥22.1 ¥4.3 ¥(193.0) $(1.451)
希薄化後一株当たり当期純利益(損失) 21.5 4.3 (193.0) (1.451)

18. 連結損益計算書の補足情報
「販売費及び一般管理費」に計上されている2000年、2001年及び2002年3月31日に終了した会計年度の研究開発費

は、それぞれ401,057百万円、403,405百万円及び349,855百万円（2,630,489千米ドル）であります。

2000年、2001年及び2002年3月31日に終了した会計年度の「その他の収益（費用）─その他」の内訳は、以下のと

おりであります。

百万円 千米ドル

2000年 2001年 2002年 2002年

為替差益（差損） ¥(25,679) ¥ 16,208 ¥ 6,010 $ 45,188
過去勤務費用償却額（年金費用） (21,718) ─ ─ ─
退職給付積立不足償却額 ─ (22,463) (35,724) (268,602)
固定資産廃却損 (12,907) (16,215) (12,620) (94,887)
株式及び社債発行費用 (542) (166) (1,008) (7,579)
投資有価証券等評価損 ─ (10,574) (20,535) (154,398)
投資有価証券評価損戻入額 1,846 ─ ─ ─
投資有価証券売却益 20,351 10,645 ─ ─
子会社株式売却益 20,448 25,563 ─ ─
事業構造改善費用 (37,961) (102,485) (417,053) (3,135,737)
退職給付信託設定益 ─ 460,280 ─ ─
退職給付積立不足一括償却額（当社分） ─ (415,615) ─ ─
その他 942 (10,405) (9,407) (70,729)

¥(55,220) ¥(65,227)¥(490,337) $(3,686,744)
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過去勤務費用償却額（年金費用）は、1999年１月より退職金制度の一部を段階的に調整年金制度に移行すること

に伴い発生したものであります。

退職給付積立不足償却額は、主に、2000年4月1日より日本の「退職給付に係る会計基準」を適用したことに伴う、

国内の連結子会社の会計基準変更時差異償却額であります。

2000年及び2001年３月31日に終了した会計年度において発生した事業構造改善費用は、主に事業構造の改善を目

的とする生産体制の見直し、事業の再編及び資産処分のために生じたものであります。2000年３月31日に終了した

会計年度において発生した事業構造改善費用37,961百万円のうち、14,717百万円は電子デバイスビジネス及び情報処

理ビジネスの事業再編等に伴い当社で発生したものであります。2001年３月31日に終了した会計年度において発生

した事業構造改善費用102,485百万円のうち、55,865百万円は米国子会社アムダール社のサーバ事業構造転換に伴う

ものであり、26,219百万円は情報処理ビジネスの事業再編等に伴い当社で発生したものであります。

2002年３月31日に終了した会計年度において発生した事業構造改善費用は、電子デバイス、情報処理及び通信ビ

ジネスにおける開発・製造体制の再構築・スリム化、デスクトップパソコン用磁気ディスク装置からの撤退等、徹

底した事業構造改革を進めたことによるものです。2002年３月31日に終了した会計年度において発生した事業構造

改善費用417,053百万円（3,135,737千米ドル）のうち、ソフトウェア・サービスビジネス、情報処理ビジネス、通信

ビジネス、電子デバイスビジネスに係るものは、それぞれ42,805百万円（321,842千米ドル）、100,313百万円

（754,233千米ドル）、65,508百万円（492,542千米ドル）、208,427百万円（1,567,120千米ドル）であります。

19. セグメント情報
事業の種類別セグメント情報

百万円

ソフトウェア・ 電子 消去又は
3月31日に終了した会計年度 サービス 情報処理 通信 デバイス 金融 その他 全社 連結計

2000年
売上高
外部顧客に対する売上高 ¥1,969,038 ¥1,649,936 ¥734,256 ¥568,159 ¥113,070 ¥220,643 ¥ — ¥5,255,102
セグメント間の内部売上高
又は振替高 69,850 286,554 11,325 148,384 6,440 125,661 (648,214) —

売上高計 2,038,888 1,936,490 745,581 716,543 119,510 346,304 (648,214) 5,255,102
営業費用 1,898,721 1,907,522 723,893 696,364 116,483 342,816 (580,671) 5,105,128
営業利益 140,167 28,968 21,688 20,179 3,027 3,488 (67,543) 149,974

資産 1,300,749 1,297,432 562,714 903,907 276,591 368,167 310,184 5,019,744
減価償却費 82,674 92,035 34,171 129,756 51 10,802 8,296 357,785
資本的支出 108,464 110,963 37,962 126,744 59 11,233 13,964 409,389

2001年
売上高
外部顧客に対する売上高 ¥2,014,375 ¥1,571,802 ¥778,052 ¥759,723 ¥107,246 ¥253,228¥ — ¥5,484,426
セグメント間の内部売上高
又は振替高 61,922 270,983 15,514 149,213 7,872 128,246 (633,750) —

売上高計 2,076,297 1,842,785 793,566 908,936 115,118 381,474 (633,750) 5,484,426
営業費用 1,947,562 1,823,880 755,644 795,536 111,704 373,292 (567,218) 5,240,400
営業利益 128,735 18,905 37,922 113,400 3,414 8,182 (66,532) 244,026

資産 1,348,171 1,241,996 598,402 1,125,190 187,273 430,191 268,848 5,200,071
減価償却費 85,632 90,723 35,066 148,246 46 10,100 12,313 382,126
資本的支出 104,521 75,613 49,191 257,385 18 14,142 14,479 515,349
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百万円

ソフトウェア・ 電子 消去又は
3月31日に終了した会計年度 サービス 情報処理 通信 デバイス 金融 その他 全社 連結計

2002年
売上高
外部顧客に対する売上高 ¥2,085,863 ¥1,385,355 ¥629,871 ¥546,555 ¥114,472 ¥244,861 ¥ — ¥5,006,977
セグメント間の内部売上高
又は振替高 52,762 252,221 13,496 91,041 9,432 126,700 (545,652) —

売上高計 2,138,625 1,637,576 643,367 637,596 123,904 371,561 (545,652) 5,006,977
営業費用 1,980,771 1,623,014 715,861 746,908 119,678 371,305 (476,134) 5,081,403
営業利益（損失） 157,854 14,562 (72,494) (109,312) 4,226 256 (69,518) (74,426)

資産 1,193,072 986,939 415,016 895,015 250,202 464,965 390,595 4,595,804
減価償却費 89,244 91,264 35,933 173,483 46 10,706 11,455 412,131
資本的支出 85,870 57,762 25,363 186,902 25 9,681 12,601 378,204

千米ドル

2002年（米ドル換算）
売上高
外部顧客に対する売上高 $15,683,180 $10,416,204 $4,735,872 $4,109,436 $ 860,692 $1,841,060 $ — $37,646,444
セグメント間の内部売上高
又は振替高 396,707 1,896,398 101,474 684,519 70,917 952,632 (4,102,647) —

売上高計 16,079,887 12,312,602 4,837,346 4,793,955 931,609 2,793,692 (4,102,647) 37,646,444
営業費用 14,893,015 12,203,113 5,382,414 5,615,850 899,834 2,791,767 (3,579,955) 38,206,038
営業利益（損失） 1,186,872 109,489 (545,068) (821,895) 31,775 1,925 (522,692) (559,594)

資産 8,970,466 7,420,594 3,120,421 6,729,436 1,881,218 3,495,977 2,936,805 34,554,917
減価償却費 671,008 686,195 270,173 1,304,383 346 80,496 86,128 3,098,729
資本的支出 645,639 434,301 190,699 1,405,278 188 72,790 94,744 2,843,639

注記：1.事業区分は製品・サービスの種類及び販売方法等の類似性を考慮して区分しております。
2.2002年3月31日に終了した会計年度より、製品・サービスの種類及び販売方法等の類似性を見直した結果、「ソフトウェア・サ
ービス」、「情報処理」及び「通信」において、一部事業区分の変更を行っております。この変更に伴う過去の数値は組替え済みで
あります。

3.各事業の主な製品
�ソフトウェア・サービス…システム構築（システムインテグレーションサービス）、システムの導入・運用支援、コンサルティング、

情報システムの一括運用管理（アウトソーシング、IDCサービス）、
情報システムに必要なネットワーク環境の提供及びネットワークを利用した各種サービスの提供（ネットワ
ークサービス、インターネットサービス）、各種ソフトウェア、
情報システム及びネットワークの保守・監視サービス、情報システムの設置工事及びネットワーク工事

�情報処理　　　　…各種サーバ（グローバルサーバ、UNIXサーバ、IAサーバ）、
情報システムを構成する周辺装置（ディスクアレイ、システムプリンタ）、パーソナルコンピュータ、
記憶装置（小型磁気ディスク装置、光磁気ディスク装置）、専用端末装置（現金自動預払機、POSシステム）、
携帯電話

�通信　　　　　　…交換システム（ディジタル交換システム、IPスイッチングノード）、
伝送システム（光伝送システム、光海底伝送システム）、
移動通信システム（IMT-2000基地局システム、PDC基地局システム）

�電子デバイス　　…ロジックIC（システムLSI、ASIC、マイクロコントローラ、FRAM搭載ロジック）、
メモリIC（フラッシュメモリ、FCRAM）、液晶ディスプレイパネル、半導体パッケージ、化合物半導体、
SAWフィルタ、コンポーネント、プラズマディスプレイパネル

�金融　　　　　　…情報処理システム等の賃貸
�その他　　　　　…電子材料及びその応用製品、オーディオ・ナビゲーション機器、自動車用電子機器、電池

4.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2000年、2001年及び2002年3月31日に終了し
た会計年度で、それぞれ67,664百万円、69,563百万円、68,091百万円（511,962千米ドル）であり、その主なものは、基
礎的試験研究費用及び当社の一般管理部門に係る費用であります。

5.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2000年、2001年及び2002年3月31日現在で、それぞれ
676,159百万円、788,495百万円、1,046,282百万円（7,866,782千米ドル）であり、その主なものは、当社の余資運用資
金（現金、預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び一般管理部門に係る資産等であります。

6.注記1に記載のとおり、従来、製造原価として処理しておりました各事業活動の管理に係る費用を、2002年3月31日に終了した
会計年度より販売費及び一般管理費として処理する方法に変更いたしました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業費
用は「ソフトウェア・サービス」が2,296百万円（17,263千ドル）、「情報処理」が4,198百万円（31,564千米ドル）、「通信」
が1,913百万円（14,384千米ドル）、「電子デバイス」が1,724百万円（12,962千米ドル）増加し、営業利益はそれぞれ同額
減少しております。
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連結財務諸表の注記財務セクション

所在地別セグメント情報
百万円

3月31日に終了した会計年度 日本 欧州 米州 その他 消去又は全社 連結計

2000年
売上高
外部顧客に
対する売上高 ¥3,631,006 ¥787,567 ¥585,459 ¥251,070 ¥ — ¥5,255,102
セグメント間の
内部売上高 593,927 30,400 77,654 298,206 (1,000,187) —

売上高計 4,224,933 817,967 663,113 549,276 (1,000,187) 5,255,102
営業費用 3,997,180 828,450 676,377 529,956 (926,835) 5,105,128
営業利益（損失） 227,753 (10,483) (13,264) 19,320 (73,352) 149,974
資産 3,530,120 478,283 369,640 267,076 374,625 5,019,744

2001年
売上高
外部顧客に
対する売上高 ¥3,936,526 ¥670,983 ¥623,136 ¥253,781 ¥ — ¥5,484,426
セグメント間の
内部売上高 613,448 27,230 73,747 302,035 (1,016,460) —

売上高計 4,549,974 698,213 696,883 555,816 (1,016,460) 5,484,426
営業費用 4,220,987 704,264 714,375 541,795 (941,021) 5,240,400
営業利益（損失） 328,987 (6,051) (17,492) 14,021 (75,439) 244,026
資産 3,568,914 493,066 408,856 273,208 456,027 5,200,071

2002年
売上高
外部顧客に
対する売上高 ¥3,759,770 ¥591,691 ¥403,915 ¥251,601 ¥ — ¥5,006,977
セグメント間の
内部売上高 401,654 13,940 42,168 222,355 (680,117) —

売上高計 4,161,424 605,631 446,083 473,956 (680,117) 5,006,977
営業費用 4,108,109 623,610 503,515 468,046 (621,877) 5,081,403
営業利益（損失） 53,315 (17,979) (57,432) 5,910 (58,240) (74,426)
資産 2,910,468 424,049 304,847 234,406 722,034 4,595,804

千米ドル

2002年（米ドル換算）
売上高
外部顧客に
対する売上高 $28,268,947 $4,448,805 $3,036,955 $1,891,737 $ — $37,646,444
セグメント間の
内部売上高 3,019,955 104,812 317,053 1,671,842 (5,113,662) —

売上高計 31,288,902 4,553,617 3,354,008 3,563,579 (5,113,662) 37,646,444
営業費用 30,888,038 4,688,797 3,785,827 3,519,143 (4,675,767) 38,206,038
営業利益（損失） 400,864 (135,180) (431,819) 44,436 (437,895) (559,594)
資産 21,883,218 3,188,338 2,292,083 1,762,451 5,428,827 34,554,917

注記：1.国又は地域の区分は地理的近接度によっております。
2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域
�欧州　…イギリス、フランス、スペイン、スウェーデン、ドイツ、フィンランド、オランダ
�米州　…米国、カナダ
�その他…中国、タイ、ベトナム、フィリピン、シンガポール、台湾、オーストラリア

3.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、2000年、2001年及び2002年3月31日に終了し
た会計年度で、それぞれ67,664万円、69,563百万円、68,091百万円（511,962千米ドル）であり、その主なものは、基礎
的試験研究費用及び当社の一般管理部門に係る費用であります。

4.資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2000年、2001年及び2002年3月31日現在で、それぞれ
676,159百万円、788,495百万円、1,046,282百万円（7,866,782千米ドル）であり、その主なものは、当社の余資運用資
金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び一般管理部門に係る資産等であります。

5.注記1に記載のとおり、従来、製造原価として処理しておりました各事業活動の管理に係る費用を、2002年3月31日に終了した
会計年度より販売費及び一般管理費として処理する方法に変更いたしました。この結果、従来の方法によった場合に比べ、「日本」
について営業費用は10,131百万円（76,173千米ドル）増加し、営業利益は同額減少しております。
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20. 後発事象
当社は、2002年３月31日に終了した会計年度末日以降、下記社債を発行いたしました。

・銘　　柄：2009年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債

・発行総額：250,000百万円（1,879,699千米ドル）

・発行価額：額面金額の100％（各社債額面金額5,000,000円）

・募集価格：額面金額の102％

・償還価額：額面金額の100％

・利　　率：利息は付さない

・払込期日および発行日：

2002年５月27日（償還期限：2009年５月27日）

・資金使途：社債償還、借入金返済およびソフトウェア・サービス事業を中心とした成長分野への投融資資金等

に充当するため。

・発行する新株予約権の総数：

50,000個

・担保又は保証：なし

・新株予約権の行使請求期間：

2002年６月10日から2009年５月13日まで

（本社債の繰上償還の場合には、当該償還日の前銀行営業日まで）

・新株予約権の行使に際して払込をなすべき額：

新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、社債の発行価額と同額とし、新株予約権の行使

に際して払込をなすべき額１株あたりの額（転換価額）は当初1,201円とする。

・繰上償還条項：

発行後３年経過後株価が20取引日連続で転換価額の130％以上であった場合、社債額面金額にて繰上

償還可能、等一定の場合について繰上償還が可能。
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監査報告書財務セクション



資本金：324,624百万円

授権株式数：5,000,000,000株

発行済株式総数：2,001,962,672株

株主数：210,949名

大株主

株主名 持株数 持株比率

富士電機株式会社 172,663千株 8.62%

朝日生命保険相互会社 100,220 5.01
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 81,361 4.06

三菱信託銀行株式会社（信託口） 76,993 3.85

株式会社第一勧業銀行 63,984 3.20
（常任代理人　資産管理サービス信託銀行株式会社）

みずほ信託退職給付信託富士電機口 57,300 2.86
再信託受託者資産管理サービス信託

UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口） 50,574 2.53

ザ・チェース・マンハッタン・バンク・エヌエイ・ロンドン 32,029 1.60
（常任代理人　株式会社富士銀行）

ステート・ストリート・バンク・アンド・トラスト・カンパニー 30,161 1.51
（常任代理人　株式会社富士銀行）

ザ・チェース・マンハッタン・バンク・エヌエイ・ロンドン・ 27,453 1.37
エス・エル・オムニバス・アカウント
（常任代理人　株式会社富士銀行）

本社所在地：

〒100-8211東京都千代田区丸の内1-6-1
TEL：03-3216-3211

名義書換代理人：

UFJ信託銀行株式会社
〒100-0005東京都千代田区丸の内1-4-3

上場証券取引所：

国内：東京、大阪、名古屋
海外：フランクフルト、ロンドン、スイス

（2002年3月31日現在）

問い合わせ先：ご質問等は下記までご連絡ください。

富士通株式会社

広報IR室

連結子会社

上場会社
新光電気工業㈱
FDK㈱
㈱富士通ビジネスシステム
富士通サポートアンドサービス㈱
富士通機電㈱
富士通電装㈱
富士通デバイス㈱
富士通コンポーネント㈱

店頭登録会社
㈱富士通ビー・エス・シー

非上場会社
㈱富士通研究所
富士通テン㈱
㈱PFU
富士通カンタムデバイス㈱
富士通ネットワークソリューションズ㈱
富士通メディアデバイス㈱
富士通エフ・アイ・ピー㈱
ニフティ㈱
富士通エイ・エム・ディ・セミコンダクタ㈱
富士通日立プラズマディスプレイ㈱
富士通リース㈱

非上場会社
Fujitsu Network Communications, Inc.
Amdahl Corporation
（2002年4月1日にFujitsu IT Holdings, Inc. に
商号変更）
DMR Consulting Group, Inc.
（2002年4月1日にFujitsu Consulting Inc. に商
号変更）

非上場会社

ICL PLC
（2002年4月2日にFujitsu Services Holdings
PLCに商号変更）

持分法適用会社

上場会社
ファナック㈱
㈱富士通ゼネラル
㈱アドバンテスト

非上場会社

Fujitsu Siemens Computers (Holding) B.V.
（2002年3月31日現在）

日本

米州

欧州

日本

欧州

重要な連結子会社・関連会社 株主メモ
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〒100-8211 東京都千代田区丸の内1-6-1

電　 話：03-3213-4160

ファクス：03-3216-9365

富士通ホームページアドレス：http://www.fujitsu.com/ 100％再生紙および石油系溶剤比率15％以下のインキを使用しています。

富士通株式会社
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